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第第第第２５２５２５２５回地域経済産業調査結果回地域経済産業調査結果回地域経済産業調査結果回地域経済産業調査結果のののの概要概要概要概要（（（（平成平成平成平成20年年年年9月月月月））））

地域地域地域地域のののの景況景況景況景況はははは、、、、ばらつきがあるもののばらつきがあるもののばらつきがあるもののばらつきがあるものの、、、、総総総総じてじてじてじて弱弱弱弱いいいい動動動動きききき。（。（。（。（９９９９地域地域地域地域でででで景況判断景況判断景況判断景況判断をををを下方修正下方修正下方修正下方修正））））

～ 原油価格高騰等の影響から、中小企業を中心に景況感等が悪化 ～

弱含みとなっている

１９年10月
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１９年12月
（第22回）

20年２月
（第23回）

20年６月
（第2４回）

20年9月
（第25回）

→→→→

ばらつきがみられるものの引
き続き改善傾向にある

緩やかな改善傾向にあるもの
の、ばらつきがみられる。

緩やかな改善傾向にあるもの
の、一部に弱い動きがみられ
る。

概ね横ばいで推移するも、一
部に弱い動き。

ばらつきがあるものの総じて弱い
動き

全国

１９年10月
（第21回）

１９年12月
（第22回）

20年２月
（第23回）

20年6月
（第24回）

20年9月
（第25回） コメント

有効求人倍率
※全国平均 ０．８９

→→→→ →

概ね横ばいで推
移

概ね横ばいで推
移

概ね横ばいで推
移

（一部に弱い動き）
弱含みとなっている

→→→→ →→→→ →

緩やかに改善 (先行きに不透明感) 横ばいで推移 横ばいで推移 弱い動きとなっている

→→→→

緩やかに改善 緩やかに改善
（一部に弱い動き）

概ね横ばいで推
移

弱含みとなっている

→→→→

緩やかに改善 緩やかに改善 緩やかな改善に足踏み

中部
（東海） →→→→ →→→→

高水準ながら、生産や個人消
費などの一部に弱い動きがみ
られ足踏み。設備投資や雇用
にも弱い動き。

1.47

東北

原油・原材料高により業況は
弱い動き。生産は弱含み。雇
用も低下傾向。消費マインド
冷え込みで個人消費弱含み。

0.61

関東 →→→→

原油･原材料高により業況が
悪化。需要減から生産も弱含
み。消費意欲の減退から、個
人消費はやや弱い動き。

1.03

北海道 →→→→

原油・原材料の高騰により、
業況は厳しさを増す。灯油の
需要期を控え、個人消費の更
なる冷え込みを懸念。

0.51
(0.44)

弱い動きとなっている

概ね横ばいで推移
（一部に弱い動き）

有効求人倍率（平成２０年７月）

0.750.750.750.75

1.01.01.01.0

1.251.251.251.25

1.501.501.501.50

1.751.751.751.75

弱含みとなっている

緩やかな改善に
足踏み

弱含みとなっている

やや弱含んでいる

横ばいで推移
（一部に弱い動き）

概ね横ばいで推移
（一部に弱い動き）

横ばいの動き

緩やかに改善 緩やかに改善
（一部に弱い動き）

緩やかな改善に足踏み

→→→→

緩やかに改善 緩やかに改善
（一部に弱い動き）

概ね横ばいで推
移

弱含みとなっている

→→→→

改善している 緩やかに改善 緩やかに改善
（一部に弱い動き）

やや弱含んでいる

→→→→

緩やかに改善 緩やかに改善
（一部に弱い動き）

概ね横ばい
横ばいで推移

（一部に弱い動き）

→→→→ →→→→

緩やかに改善
（一部に弱い動き）

概ね横ばいで推
移

概ね横ばいで推
移

概ね横ばいで推移
（一部に弱い動き）

→→→→

緩やかに改善 緩やかに改善
（一部に弱い動き）

概ね横ばいで推
移

概ね横ばいで推移
（一部に弱い動き）

→→→→ →→→→

緩やかに改善 緩やかに改善
（一部に弱い動き）

概ね横ばいで推
移

横ばいの動き

※月間有効求人倍率　7月（季節調整値）資料　厚生労働省「職業安定業務統計」により作成

九州 →→→→

生産は概ね横ばいながら、原
材料高により、業況感は中小
企業で一段と悪化。消費は低
調で雇用も全体に弱い動き。

0.63

沖縄 →→→→

観光需要は順調。原油・原材
料価格の高騰が企業の経営
環境を悪化。個人消費におけ
る節約志向の強まりを懸念。

0.39

中国 →→→→

業況は、外需中心に堅調な業
種はあるものの、総じて、原
油・原材料価格の高騰による
コスト高などから、引き続き弱
い動き。

1.06

四国 →→→→

原油・原材料高により、業況
は一部を除き弱い動き。設備
投資で規模の縮小、時期の先
送りもみられ、個人消費も弱
含み。

0.83

業況は弱含み。原油・原材料
高から、企業収益に影響が出
始めている企業もみられる。
また、消費者の購買意欲も低
下。

1.06

近畿 →→→→

大型設備投資･アジア向け輸
出が好調。個人消費･雇用に
やや弱い動き。原油・原材料
高により、企業収益が悪化。

0.88

中部
（北陸） →→→→

にも弱い動き。



関東地域関東地域関東地域関東地域のののの経済経済経済経済はははは、、、、弱含弱含弱含弱含みのみのみのみの状況状況状況状況にににに
あるあるあるある。。。。

1111．．．．個人消費個人消費個人消費個人消費はははは弱含弱含弱含弱含みのみのみのみの状況状況状況状況にあるにあるにあるにある。。。。

2222．．．．住宅着工住宅着工住宅着工住宅着工はははは、、、、２２２２ヶヶヶヶ月連続月連続月連続月連続でででで前年同月前年同月前年同月前年同月をををを上回上回上回上回ったったったった。。。。

3333．．．．公共工事公共工事公共工事公共工事はははは２２２２ヶヶヶヶ月連続月連続月連続月連続でででで前年同月前年同月前年同月前年同月をををを上回上回上回上回ったもったもったもったも
のののののののの、、、、低調低調低調低調にににに推移推移推移推移しているしているしているしている。。。。

関東経済産業局管内関東経済産業局管内関東経済産業局管内関東経済産業局管内のののの地域経済状況地域経済状況地域経済状況地域経済状況(平成平成平成平成２０２０２０２０年年年年８８８８月時点月時点月時点月時点））））

1.10

0.88

1.42

○ 新潟(0.89)

○

※下線数字は都県の7月有効求人倍率（季調値）、( )内は7月有効求人倍率（原数
値）、○は県庁所在地ハローワーク、△は政令指定都市ハローワーク

〈〈〈〈新潟県新潟県新潟県新潟県〉〉〉〉
生産生産生産生産はははは堅調堅調堅調堅調

金属製品が減少
するも一般機械
が増加

〈〈〈〈群馬県群馬県群馬県群馬県〉〉〉〉

生産生産生産生産はややはややはややはやや弱弱弱弱
いいいい動動動動きききき
輸送機械が増加
するも電気機械
が減少

〈〈〈〈栃木県栃木県栃木県栃木県〉〉〉〉
生産生産生産生産はははは横横横横ばいばいばいばい
電気機械が増加
するも輸送機械
が減少

〈〈〈〈茨城県茨城県茨城県茨城県〉〉〉〉

〈〈〈〈長野県長野県長野県長野県〉〉〉〉

生産生産生産生産はややはややはややはやや弱弱弱弱
いいいい動動動動きききき
電子部品が増加
するも情報通信
が減少

〈〈〈〈山梨県山梨県山梨県山梨県〉〉〉〉
生産生産生産生産はははは横横横横ばいばいばいばい

4444．．．．雇用情勢雇用情勢雇用情勢雇用情勢はははは、、、、さらにさらにさらにさらに弱弱弱弱いいいい動動動動きとなっているきとなっているきとなっているきとなっている。。。。

5555．．．．鉱工業生産活動鉱工業生産活動鉱工業生産活動鉱工業生産活動はははは、、、、弱含弱含弱含弱含みでみでみでみで推移推移推移推移しているしているしているしている。。。。
（鉱工業生産指数については、情報通信機械工業、その他工業等

が上昇したものの、一般機械工業、輸送機械工業、電子部品・デ

バイス工業、電気機械工業等が低下したことから、２か月ぶりの低

下。総じて、弱含みで推移。）

（注）都県の動向については、平成20年7月時点
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0.91 ○

1.25

0.91

0.83

1.42

1.04

0.94

0.85

1.09

千葉(0.93)

○

○
宇都宮(1.18)

前橋(1.43)
○長野(0.96)

○

静岡(1.11)
○

○
甲府(0.93)

(0.86)
○浦和

○横浜(1.40)

△

△
浜松(1.21)

川崎(1.10)

水戸(0.83)

〈〈〈〈茨城県茨城県茨城県茨城県〉〉〉〉
生産生産生産生産はははは横横横横ばいばいばいばい
電気機械が増加
するも化学が減
少

電子部品が増加
するも一般機械
が減少

〈〈〈〈埼玉県埼玉県埼玉県埼玉県〉〉〉〉
生産生産生産生産はははは横横横横ばいばいばいばい
一般機械が減少
するも化学が増
加

〈〈〈〈千葉県千葉県千葉県千葉県〉〉〉〉

生産生産生産生産はややはややはややはやや弱弱弱弱
いいいい動動動動きききき
石油製品が増加
するも化学が減
少

〈〈〈〈東京都東京都東京都東京都〉〉〉〉
生産生産生産生産はははは上昇上昇上昇上昇

電子部品が減少
するも輸送機械
が増加

〈〈〈〈神奈川県神奈川県神奈川県神奈川県〉〉〉〉
生産生産生産生産はははは横横横横ばいばいばいばい
輸送機械が増加
するも一般機械
が減少

〈〈〈〈静岡県静岡県静岡県静岡県〉〉〉〉

生産生産生産生産はややはややはややはやや弱弱弱弱
いいいい動動動動きききき
電気機械が増加
するも輸送機械
が減少

○近年、我が国の研究開発投資は増加する一方で、創出される付加価値額（生産額－原材料
額等）の増大につながっていないおそれあり。

研究開発投資研究開発投資研究開発投資研究開発投資とととと付加価値創出付加価値創出付加価値創出付加価値創出とのとのとのとの関係関係関係関係
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付加価値額：右目盛り

我が国製造業の研究開発投資と付加価値額の推移

低下
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注）付加価値額=生産額－（原材料使用額、減価償却額等）
出典： 総務省統計局「科学技術研究調査報告」

経済産業省「工業統計表」

低下

増加

（年）

○サイエンスまで遡り理論限界近くまで突き詰めることや異分野の融合の重要性が増大し、従
来のリニア型イノベーション・モデル（基礎研究→応用研究→開発・事業化）が適用できない
状況が出現。

我我我我がががが国国国国のののの課題課題課題課題①①①①：：：： イノベーション・モデルのイノベーション・モデルのイノベーション・モデルのイノベーション・モデルの変化変化変化変化へのへのへのへの対応対応対応対応

１９８０年代から最近までの研究開発成果の事業化における変化

13.2

25.8

13.4

25.4

23.7

30.5

78.1

75.3

0 20 40 60 80 100（％）

(N=114）

(N=97）

基礎研究や応用研究に対して投入する
資金や人材等の資源を縮小

実用化に向けた大規模な開発研究に着
手することが困難

生産設備への投資や市場開拓などの
研究成果の事業化が困難

米国特許におけるサイエンスリンケージの推移

3.0

3.5

4.0

4.5

サ
イ
エ
ン

米国

イギリス

全世界

6

米国特許におけるサイエンスリンケージの推移

出所： 経済産業省「我が国の産業技術開発力に関する実態調査」 （平成１５年度）

注 ： 調査対象は、業種ごとに研究開発投資の多い企業（１６１社）の中央研究

所及び事業部門研究所（３７０所）。

調査時点は平成１５年８月、調査票回収数１１３社、１５６研究所。

21.4

35.9

69.4

30.5

15.9

52.9

67.5

41.7

80.5

95.1

65.7

69.2

22.2

0.0

80年代中盤まで 80年代後半～90年代中盤 90年代中盤以降～現在

(N=82）

(N=82）

(N=72）

(N=117）

(N=70）

研究成果の事業化が困難

従来のリニア型イノベーションモデルが
適用できない新しい状況が生まれ、適
応できない

新規市場の規模と自社の経営規模のミ
スマッチ

全般的に研究開発の成果が新規事業
に結びつかない

特に困難はなく、研究開発の成果が効
果的に新規事業の創出に結びついてい
る
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出所：科学技術政策研究所「科学技術指標-第５版に基づく2007年改訂版」

注：サイエンスリンケージとは、特許出願１件当たりの科学論文引用回数である。

○我が国企業は、
①研究開発を活かす事業戦略, ②市場をにらんだ研究開発,③市場ニーズを反映した商品企画
といった事業経営面で弱みを抱えているとの自己評価をした結果が出ている。

国際競争力の強みと欠けているもの（２００４年度）

上段：N=175
下段：N=177

42.3

43.4

50.3

6.9

13.7
7.9

10.7

17.5

24.9

a．研究開発力  　　　　　　　　　

b．製品化技術力

c．生産・製造技術力　　　　　　　

d．事業戦略 研究開発を活かす事業戦略

我我我我がががが国国国国のののの課題課題課題課題②②②②：：：： 企業企業企業企業におけるにおけるにおけるにおける経営戦略経営戦略経営戦略経営戦略

7

出典：経済産業省委託調査「産業技術開発に関する実態調査（平成１６年度）」
注 ：調査対象は、研究開発投資の多い企業（３２８社）。調査時点は平成１６年８月、調査票回収数１８４社。
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28.0

3.4
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13.6

5.6

20.3

36.2

25.4

15.3

22.0

10.7

0 10 20 30 40 50 60

e．マネジメント（技術経営）　　　

f．商品企画力

g．トップのリーダーシップ　　　　

h．人材の質

i．人材の量 　　　　　　　　　 　

j．他社との連携

k. 新たなものへの挑戦

l．事業そのものが国際競争に直面していない

m．その他

回答率（％）

上段の棒グラフは「国際競争力の強み」、
下段の棒グラフは「国際競争力で欠けて
いるもの」を示している。

市場をにらんだ研究開発

市場ニーズを反映した商品企画



＜＜＜＜産業産業産業産業ニーズをニーズをニーズをニーズを捉捉捉捉えきれていないえきれていないえきれていないえきれていない教育界教育界教育界教育界＞＞＞＞
大学の人材育成について、産業界からは「基礎学力の不足」

をはじめとした多くの問題点が指摘されているところ。

＜＜＜＜教育界教育界教育界教育界のののの取組取組取組取組をををを重視重視重視重視しないしないしないしない産業界産業界産業界産業界＞＞＞＞
他方、産業界は、人材採用にあたって「大学での成績」や「学

部・学科」をあまり考慮していない。

72.4%72.4%72.4%72.4%

88.5%88.5%88.5%88.5%

そのそのそのその会社会社会社会社へのへのへのへの熱意熱意熱意熱意

人柄人柄人柄人柄

採用基準採用基準採用基準採用基準でででで重視重視重視重視するするするする項目項目項目項目（（（（複数回答複数回答複数回答複数回答））））

8888

9999

11111111

新卒新卒新卒新卒をををを含含含含むむむむ技術系人材技術系人材技術系人材技術系人材にににに関関関関するするするする現状現状現状現状のののの問題点問題点問題点問題点

基礎学力の不足

ｵﾘｼﾞﾅﾘﾃｨの欠如、問題設定能力の不足

意欲低下、目的意識の欠如

○人材育成において、教育界が注力している点と産業界が教育界に期待している点とが必ずしも
一致しているとは言えない一方で、産業界は教育界の取組に目を向けていない

我我我我がががが国国国国のののの課題課題課題課題③③③③：：：： 人材育成人材育成人材育成人材育成をををを巡巡巡巡るるるる環境変化環境変化環境変化環境変化へのへのへのへの対応対応対応対応
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10.3%10.3%10.3%10.3%

15.7%15.7%15.7%15.7%

16.6%16.6%16.6%16.6%

17.0%17.0%17.0%17.0%

72.1%72.1%72.1%72.1%

0%0%0%0% 20%20%20%20% 40%40%40%40% 60%60%60%60% 80%80%80%80% 100%100%100%100%

取得資格取得資格取得資格取得資格

アルバイトアルバイトアルバイトアルバイト経験経験経験経験

学部学部学部学部・・・・学科学科学科学科

大学大学大学大学でのでのでのでの成績成績成績成績

今後今後今後今後のののの可能性可能性可能性可能性

（出所：リクルート「就職白書」から作成）

5555

5555

5555

5555

5555

8888

0000 2222 4444 6666 8888 10101010 12121212
（出所：日本経団連「大学における人材育成の重要性」

※日本経団連産学官連携部会委員企業２７社へのアンケート調査）

コミュニケーションの不足

狭い専門領域

実体験不足

新事業における即戦力人材の不足

ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟのある技術ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ人材の不足

◆ 「インターンシップで米国有力大学の大学院生を使ったが、ある化成品を生産するプ
ラントを設計せよという課題を与えると、単なるプラント設計だけでなく、エネルギー収
支、コスト分析、特許分析などまで含めたトータルの最適設計をしたレポートを作成。
日本の大学生では考えられないレベルであり、教育システムの差で知っている範囲
が全然違っている。」

◆ 「米国のドクターは知識ベースが広いのに比べて、日本はあまりに専門化・タコツボ
化しすぎていて、テーマが変わると適合できない場合が多い。米国有力大学卒のドク
ターのエンジニアは、企業で即戦力となる広い知識を持っており、専門知識以外適応
できない日本のドクターとは格差あり。」

〈〈〈〈産
業
界

産
業
界

産
業
界

産
業
界
のののの
声声声声
〉〉〉〉

（出所）経済産業省ヒアリング

◆ 「学士・修士・博士等の学位取得者の採用・処遇に関し、産業界は、それぞれの学位
の種類に応じた取扱がなされるよう、十分に配慮すべきだ。例えば、博士課程の質
的向上に関する大学の努力と博士号取得者に対する企業側の処遇・活用の努力と
は、同時並行的になされなければ無意味。」

◆「大学は、自主性・自律性を備えた公共的な機関であり、その目的は、単なる職業人
養成に止まるものではない。特にボリュームゾーンである学士課程教育は、自由で
民主的な社会を支え、その改善に積極的に関与する市民、生涯学び続ける学習者
を育むこと、知の世界をリードする研究者への途を開くこと等の重要な役割・機能を
担っている。」

〈〈〈〈大
学
界

大
学
界

大
学
界

大
学
界
のののの
声声声声
〉〉〉〉

（出所）文部科学省ヒアリング

２．産学連携の現状と課題
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共同研究等共同研究等共同研究等共同研究等のののの推移推移推移推移
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○我が国の産学連携は、近年急速に拡大。
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図４．寄付講座の受入額推移

0
58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

0

図．国立大学等と企業との委託研究実施状況
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図．国立大学等の奨学寄付金の受入額推移

図．国立大学等との共同研究実施状況
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※共同研究の受入金額については、平成１１年度より調査を開始

出所：文部科学省資料より経済産業省作成

0

58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

0

（年度）

承認承認承認承認TLOTLOTLOTLO（（（（４７４７４７４７機関機関機関機関））））のののの分布分布分布分布

☆☆☆☆東京大学東京大学東京大学東京大学ＴＬＯ（ＴＬＯ（ＴＬＯ（ＴＬＯ（東大東大東大東大））））
☆☆☆☆日本大学産官学連携知財日本大学産官学連携知財日本大学産官学連携知財日本大学産官学連携知財センターセンターセンターセンター（（（（日大日大日大日大））））
早稲田大学産学官研究推進センター（早大）
慶應義塾大学知的資産センター（慶大）
東京電機大学産官学交流センター（電機大）
タマティーエルオー（創価大、都立大）
明治大学知的資産センター（明大）

☆☆☆☆東北東北東北東北テクノアーチテクノアーチテクノアーチテクノアーチ（（（（東北大東北大東北大東北大））））

北海道ティー・エル・オー（北大）

☆☆☆☆関西関西関西関西ティー・エル・オーティー・エル・オーティー・エル・オーティー・エル・オー（（（（京大京大京大京大、、、、立命館大立命館大立命館大立命館大））））
新産業創造研究機構（神大）
大阪産業振興機構（阪大）
岡山県産業振興財団（岡山大）

※平成２０年７月現在

金沢大学ティ・エル・オー（金沢大）

（ ）内は主な提携大学、☆はスーパーＴＬＯ

新潟ティーエルオー（新潟大）

信州ＴＬＯ（信州大）

富山大学知的財産本部（富山大）

○○○○我が国大学の技術移転を巡る環境整備は大きく進展。ＴＬＯＴＬＯＴＬＯＴＬＯはははは大学大学大学大学のののの内外内外内外内外にににに４７４７４７４７、、、、大学知的財産本大学知的財産本大学知的財産本大学知的財産本
部部部部はははは４３４３４３４３のののの大学大学大学大学にににに設置設置設置設置。知財ポリシー・利益相反ポリシーの制定等、産学連携に関する規程、制度
も順次整備されつつある。

大学大学大学大学のののの技術移転技術移転技術移転技術移転をををを巡巡巡巡るるるる環境整備環境整備環境整備環境整備
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明治大学知的資産センター（明大）
よこはまティーエルオー（横国大、横市大）
生産技術研究奨励会（東大）
農工大ティー・エル・オー（農工大）
キャンパスクリエイト（電通大）
日本医科大学知的財産・ベンチャー育成（ＴＬＯ）センター
（日医大、日獣医大）
東京理科大学科学技術交流センター（理科大）
オムニ研究所（長岡技大）
千葉大学産学連携・知的財産機構（千葉大）
☆☆☆☆東京工業大学産学連携推進本部東京工業大学産学連携推進本部東京工業大学産学連携推進本部東京工業大学産学連携推進本部（（（（東工大東工大東工大東工大））））
群馬大学研究・知的財産戦略本部（群馬大）
東海大学産官学連携センター（東海大）
技術移転センター（東京医科歯科大）
産学官連携研究推進機構（山梨大）

浜松科学技術研究振興会（静岡大）

☆☆☆☆名古屋産業科学研究所名古屋産業科学研究所名古屋産業科学研究所名古屋産業科学研究所（（（（名大名大名大名大））））
三重ティーエルオー（三重大）
豊橋キャンパスイノベーション（豊橋技科大）

奈良先端科学技術大学院大学産官学連携推進本部
（奈良先端大）
神戸大学支援合同会社（神戸大）

テクノネットワーク四国（四国地域の大学等）

☆☆☆☆山口山口山口山口ティー・エル・オーティー・エル・オーティー・エル・オーティー・エル・オー（（（（山口大山口大山口大山口大））））

産学連携機構九州（九大）
北九州産業学術推進機構（九工大）

くまもとテクノ産業財団（熊本大）

鹿児島ＴＬＯ（鹿児島大）

みやざきＴＬＯ（宮崎大）

大分ＴＬＯ（大分大）

ひろしま産業振興機構（広島大）

長崎ＴＬＯ（長崎大）

佐賀大学ＴＬＯ（佐賀大）

出所．経済産業省作成



発明届出
１件あたり
研究費

発明届出数 特許出
願 ／ 発
明届出

特許出願

件数

特許登録
件数

新規ライ
センス数

ライセン
ス収入
（正味）

大学発ベ
ンチャー新
規起業数

日本 2億円 9,924件 72％ 7,187件 295件 1,056 10.7億 46件

大学への
発明届出

研究開発
特許出願
登録

特許
ライセンス

大学発ベン
チャーの起業

大学大学大学大学のののの知的財産活動知的財産活動知的財産活動知的財産活動とととと成果成果成果成果

株式会社株式会社株式会社株式会社 東京大学東京大学東京大学東京大学TLO（（（（CASTI）））） 代表取締役社長代表取締役社長代表取締役社長代表取締役社長 山本山本山本山本 貴史貴史貴史貴史 氏氏氏氏 作成資料作成資料作成資料作成資料

日本

2005

年度

2億円 9,924件 72％ 7,187件

（国内出願）

295件 1,056

件
10.7億

円
46件

米国

2005

年度

2百万ド
ル

17,382件 59％ 10,270件
（米国出願）

3,278件 4,932

件
1,385

百万ド
ル

462件

� 米国データはAUTM Licensing Survey2005（米国のＴＬＯ約190機関の回答結果）

日本のバイ・ドール法が米国に約20年遅れ、国立大学については実質的な効果を享受できるのが法人化
後の2004年以降であることを考慮すると、日本の技術移転は確実に成果を上げている。発明届出や特許
出願は米国と同様に推移しており、今後今後今後今後のののの本格的本格的本格的本格的なななな成長成長成長成長がががが期待期待期待期待される。

12ＴＯＵＤＡＩＴＯＵＤＡＩＴＯＵＤＡＩＴＯＵＤＡＩ ＴＬＯＴＬＯＴＬＯＴＬＯ. Ltd. （（（（東京大学東京大学東京大学東京大学TLO））））

３．地域イノベーションの創出に係る課題
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大学大学大学大学・・・・公設試公設試公設試公設試
（約1,600機関）

大学大学大学大学・・・・公設試主要研究者公設試主要研究者公設試主要研究者公設試主要研究者
（約14万3,000人）

事業所事業所事業所事業所
（約573万箇所）

北海道

茨城・栃木・
群馬

神奈川・埼玉・
千葉

中国

東京

東北

四国

近畿

九州・沖縄

12%

北海道

茨城・栃木・
群馬

神奈川・埼玉・
千葉

中国

東京

東北

四国

近畿

九州・沖縄

12%

茨城・栃木・
群馬

神奈川・埼玉・
千葉

中国

東京四国

近畿

九州・沖縄

24%

○地域には多様な地域資源（一次産品から産業技術集積）、多様の研究人材と研究機関、地域に拠点を置く
グローバルトップ企業が存在。

東京
神奈川・

埼玉・千葉

茨城・

栃木・群馬

北海道
近畿

中国

四国

九州・沖縄

12%

地域地域地域地域のののの大大大大きなきなきなきな潜在力潜在力潜在力潜在力

元気元気元気元気なモノなモノなモノなモノ作作作作りりりり中小企業中小企業中小企業中小企業
（600社）

出典：元気なモノ作り中小企業300社2006年版・2007年版（経済産業省）等

大学発大学発大学発大学発ベンチャーベンチャーベンチャーベンチャー
（約1,600社）

北陸・甲信越

東北近畿

東海 北陸・甲信越

東北近畿

東海 北海道

群馬

北陸・甲信越

東北
東海

北海道

東北

北陸・
甲信越

東海

四国

九州・沖縄 東京 神奈川・埼玉・
千葉

茨城・栃木・
群馬

近畿

東海
北陸・甲信越

東北

北海道

中国
9%

東京

東北東海

神奈川・

埼玉・千葉

北陸・
甲信越

四国

中国

北海道

茨城・

栃木・群馬

九州・沖縄

近畿

25%
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51515151 ,,,, 088088088088千人千人千人千人 76767676 ,,,, 683683683683千人千人千人千人人　口

（（（（管内管内管内管内４０４０４０４０．．．．００００％）％）％）％）

（平成19年人口推計年報：総務省）

○管内は全国の４割経済圏

○平成17年度の管内の県内総生産は228兆円(全国比44.2%)。OECD及びBRICS諸国との比較では、概ねフランス１国に匹敵する経済
規模。（平成17年度県民経済計算、為替レート113.26円/ドル：内閣府)

関東経済産業局管内関東経済産業局管内関東経済産業局管内関東経済産業局管内（（（（１１１１都都都都１０１０１０１０県県県県））））のののの経済概況経済概況経済概況経済概況

（（（（管内管内管内管内３８３８３８３８....００００％）％）％）％）

平成17年度県民経済計算

全国
５１６兆円

管内管内管内管内
２２８２２８２２８２２８兆円兆円兆円兆円

（（（（４４４４４４４４．．．．２２２２％）％）％）％）

他地域
２８８兆円

（５５．８％）
27,435,10027,435,10027,435,10027,435,100

千人千人千人千人

38,542,40038,542,40038,542,40038,542,400

千人千人千人千人就業人口

（（（（管内管内管内管内４１４１４１４１．．．．６６６６％）％）％）％）
）

（平成19年就業構造基本調査：総務省）

）

27,43527,43527,43527,435千人千人千人千人 38,54238,54238,54238,542千人千人千人千人

４割経済を示す経済指標等

県内総生産の国際比較 12376.112376.112376.112376.1

1131.81131.81131.81131.8

1129.71129.71129.71129.7

1769.71769.71769.71769.7

2012.32012.32012.32012.3

2136.42136.42136.42136.4

2243.62243.62243.62243.6

2302.72302.72302.72302.7

2791.42791.42791.42791.4

4557.64557.64557.64557.6
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管内管内管内管内

フランスフランスフランスフランス

イギリスイギリスイギリスイギリス

中国中国中国中国

ドイツドイツドイツドイツ

日本日本日本日本

アメリカアメリカアメリカアメリカ

（10億ﾄﾞﾙ）

（平成17年度県民経済計算、113.26円/ﾄﾞﾙ：内閣府）

2 ,2 45 ,7 852 ,2 45 ,7 852 ,2 45 ,7 852 ,2 45 ,7 85

事業所事業所事業所事業所

3,665 ,2533 ,665 ,2533 ,665 ,2533 ,665 ,253

事業所事業所事業所事業所
事業所数

（（（（管内管内管内管内３８３８３８３８....００００％）％）％）％）

（平成18年事業所・企業統計調査）

118118118118兆円兆円兆円兆円 197197197197兆円兆円兆円兆円製造品出荷額製造品出荷額製造品出荷額製造品出荷額

((((管内管内管内管内３７３７３７３７．．．．４４４４％％％％))))

（平成18年工業統計調査）

275275275275兆円兆円兆円兆円 270270270270兆円兆円兆円兆円商業販売額商業販売額商業販売額商業販売額

（平成19年商業統計：経済産業省）

（（（（管内管内管内管内５０５０５０５０．．．．４４４４％）％）％）％）

292292292292校校校校 464464464464校校校校大学設置数大学設置数大学設置数大学設置数

（（（（管内管内管内管内３８３８３８３８．．．．６６６６％）％）％）％）

（平成19年度学校基本調査：文部科学省）

(内閣府：平成17年度県民経済計算)

15出展：「管内の経済構造（平成20年8月）（関東経済産業局調査課）



○○○○ 大学大学大学大学ポテンシャルのポテンシャルのポテンシャルのポテンシャルの活用活用活用活用
・・・・ 大学大学大学大学をををを中心中心中心中心としたとしたとしたとした産学連携集積拠点産学連携集積拠点産学連携集積拠点産学連携集積拠点のののの形成形成形成形成
・・・・ 公設試公設試公設試公設試のののの中小支援機能向上中小支援機能向上中小支援機能向上中小支援機能向上

○○○○ 地域地域地域地域クラスタークラスタークラスタークラスター施策施策施策施策のののの拡充拡充拡充拡充
・・・・ 強力強力強力強力なななな事業化支援事業化支援事業化支援事業化支援モデルのモデルのモデルのモデルの展開展開展開展開
・・・・ 大手大手大手大手とととと中小中小中小中小のののの常設商談支援常設商談支援常設商談支援常設商談支援モデルモデルモデルモデル構築構築構築構築
・・・・ 産業産業産業産業クラスタークラスタークラスタークラスター計画計画計画計画のののの広域的広域的広域的広域的・・・・国際的展開国際的展開国際的展開国際的展開

解決策解決策解決策解決策（（（（例例例例））））地域地域地域地域のののの課題課題課題課題

【【【【既存組織既存組織既存組織既存組織・・・・行政区域行政区域行政区域行政区域のののの垣根垣根垣根垣根】】】】
・・・・既存組織既存組織既存組織既存組織・・・・行政区域行政区域行政区域行政区域にににに

限定限定限定限定されたされたされたされた活動活動活動活動

【【【【産学官連携産学官連携産学官連携産学官連携がががが依然依然依然依然としてとしてとしてとして不十分不十分不十分不十分】】】】
・・・・大手企業大手企業大手企業大手企業のののの不参画不参画不参画不参画
・・・・広域連携広域連携広域連携広域連携のののの不足不足不足不足
・・・・事業化支援機能事業化支援機能事業化支援機能事業化支援機能がががが脆弱脆弱脆弱脆弱

【【【【インフラ・インフラ・インフラ・インフラ・人材人材人材人材のののの劣化劣化劣化劣化とととと不足不足不足不足】】】】

地域地域地域地域のののの潜在力潜在力潜在力潜在力がががが活活活活かされていないかされていないかされていないかされていない

地域地域地域地域イノベーションのイノベーションのイノベーションのイノベーションの創出創出創出創出にににに係係係係るるるる課題課題課題課題とととと解決策解決策解決策解決策（（（（地域地域地域地域イノベーションイノベーションイノベーションイノベーション研究会報告書研究会報告書研究会報告書研究会報告書））））
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○○○○ 地域地域地域地域のののの研究開発資源研究開発資源研究開発資源研究開発資源のオープンのオープンのオープンのオープン化化化化
・・・・ 研究開発資源研究開発資源研究開発資源研究開発資源のののの結集結集結集結集・・・・共有化共有化共有化共有化
・・・・ 国国国国のののの委託費委託費委託費委託費でででで購入購入購入購入したしたしたした設備設備設備設備のののの集約集約集約集約・オープン・オープン・オープン・オープン化化化化

○○○○ イノベーションイノベーションイノベーションイノベーション支援人材支援人材支援人材支援人材のののの発掘発掘発掘発掘・・・・育成育成育成育成・・・・交流交流交流交流
・・・・ コーディネータのネットワークコーディネータのネットワークコーディネータのネットワークコーディネータのネットワーク化化化化
・・・・ コーディネータコーディネータコーディネータコーディネータ研修研修研修研修のののの実施実施実施実施
・・・・ ポスドクポスドクポスドクポスドク人材等人材等人材等人材等のののの企業企業企業企業へのへのへのへの長期派遣長期派遣長期派遣長期派遣

○○○○「「「「競争競争競争競争とととと協創協創協創協創」」」」をををを実現実現実現実現するするするする制度改革制度改革制度改革制度改革
・・・・ 「「「「スーパー・テクノイノベーションスーパー・テクノイノベーションスーパー・テクノイノベーションスーパー・テクノイノベーション特区特区特区特区（（（（仮称仮称仮称仮称）」）」）」）」のののの検討検討検討検討

【【【【インフラ・インフラ・インフラ・インフラ・人材人材人材人材のののの劣化劣化劣化劣化とととと不足不足不足不足】】】】
・・・・大学産業拠点大学産業拠点大学産業拠点大学産業拠点のののの不足不足不足不足
・・・・公設試公設試公設試公設試のののの脆弱化脆弱化脆弱化脆弱化

【【【【イノベーションイノベーションイノベーションイノベーション支援人材支援人材支援人材支援人材、、、、開発人材開発人材開発人材開発人材のののの不足不足不足不足】】】】
・シーズ・シーズ・シーズ・シーズ発掘発掘発掘発掘からからからから事業化事業化事業化事業化にににに至至至至るるるる産学連携産学連携産学連携産学連携をををを

促進促進促進促進するするするする人材人材人材人材のののの不足不足不足不足
・・・・中堅中堅中堅中堅、、、、中小中小中小中小・ベンチャー・ベンチャー・ベンチャー・ベンチャー企業企業企業企業におけるにおけるにおけるにおける新商新商新商新商

品開発品開発品開発品開発にににに従事従事従事従事するするするする技術者不足技術者不足技術者不足技術者不足

【【【【研究開発成果研究開発成果研究開発成果研究開発成果のののの評価機能評価機能評価機能評価機能のののの不足不足不足不足】】】】
・・・・出融資判断材料出融資判断材料出融資判断材料出融資判断材料としてとしてとしてとして活用活用活用活用できるできるできるできる技術評価技術評価技術評価技術評価

手法手法手法手法のののの必要必要必要必要

【【【【制度的取制度的取制度的取制度的取りりりり組組組組みのみのみのみの遅遅遅遅れれれれ】】】】
・・・・政策間政策間政策間政策間のののの適切適切適切適切なななな調整調整調整調整をををを図図図図るメカニズムのるメカニズムのるメカニズムのるメカニズムの構築構築構築構築

総合科学技術会議総合科学技術会議総合科学技術会議総合科学技術会議「「「「科学技術科学技術科学技術科学技術によるによるによるによる地域活性化戦略地域活性化戦略地域活性化戦略地域活性化戦略」」」」総合科学技術会議総合科学技術会議総合科学技術会議総合科学技術会議「「「「科学技術科学技術科学技術科学技術によるによるによるによる地域活性化戦略地域活性化戦略地域活性化戦略地域活性化戦略」」」」((平成平成平成平成２０２０２０２０年年年年５５５５月月月月１９１９１９１９日日日日平成平成平成平成２０２０２０２０年年年年５５５５月月月月１９１９１９１９日日日日))よりよりよりより抜粋抜粋抜粋抜粋よりよりよりより抜粋抜粋抜粋抜粋

第３章 科学技術による地域活性化戦略 ～地域拠点のエコシステムを目指して～
地域に存在するさまざまな科学技術拠点が、それぞれの特徴や強みを活かして、更なる成長を遂げ、わが国に、多様性

のある地域科学技術拠点群が形成されることが、そして、そのような多様性の中から、世界に伍して、わが国の成長セン
ターとなり得るような、いわばグローバル型の科学技術拠点が育ち、発展することがそれぞれ必要である。そして、これら
のさまざまな拠点が、互いに競い合い、協調することによって、強靱でダイナミックな『地域拠点のエコシステム』が形成さ
れることを目指すべきである。

１１１１．．．．多様性強化戦略多様性強化戦略多様性強化戦略多様性強化戦略
（１）人材育成及び人材循環の強化

・・高度研究人材、技術を担う技能人材、コーディネーター等の支援人材の育成・定着
（２）地域の多様性強化・・特徴ある地方大学の研究活動や産学官連携の取組みを一層強化
（３）大学等の産学官連携機能の強化

地域地域地域地域イノベーションイノベーションイノベーションイノベーション創出創出創出創出にににに向向向向けたけたけたけた論点論点論点論点
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（３）大学等の産学官連携機能の強化
・・地域の知の拠点である大学等の産学官連携機能を抜本的に強化

（４）事業化支援機能の強化
・・「産学官・金融連携」など、特に、研究開発成果の事業化を支援する施策の強化が必要

（５）国の制度改革
・・国の地域科学技術施策等で取得した試験研究設備の地域内での共同利用促進策など、地域と

係わりのあるさまざまな国の施策そのものを、頑張る地域を応援する施策に改める必要がある。

２２２２．．．．グローバルグローバルグローバルグローバル拠点強化戦略拠点強化戦略拠点強化戦略拠点強化戦略
○グローバル競争に伍してわが国の成長センターになりうるような「グローバル科学技術拠点」候補に

対して政策資源を戦略的に重点投入することにより、強い拠点をより強くする
○国は、地域の自発的な取組みを尊重しつつ、地域の自治体及び大学、独法が共同して策定した「グ

ローバル拠点形成計画」に対して、府省の枠を超えて一体的に、技術開発支援、施設整備支援、人材
支援などを行う新たな枠組みを創設することが必要

４．人材育成を巡る現状と課題
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○従来、特に高度成長期における産業技術人材の育成は、新規学卒者に対する企業における
ＯＪＴを通じた企業自身の取組を中心に進められてきたが、長期にわたる景気低迷の中、企業
の人材育成投資は大幅に減少。

＜労働費用（現金給与総額を含む）に占める教育訓練費の割合＞

0.34

0.38
0.36

0.33

0.40
(%)

4,800億円

1,000億円

景気景気景気景気にににに左右左右左右左右されるされるされるされる企業企業企業企業のののの人材育成投資人材育成投資人材育成投資人材育成投資

19

0.31

0.34

0.27
0.29

0.28

0.10

0.20

0.30

1983 1985 1988 1991 1995 1998 2002 2006

4,700億円

5,700億円

出典:厚生労働省「賃金労働時間制度等総合調査」2003年（1983年は同省「労働者福祉施設制度等調査」、2002年「就労条件総合調査」

※本社の常用労働者が30人以上の民営企業のうちから、産業、規模別に層化して抽出した約5,300企業の調査結果。



○１９９０年代後半から企業のニーズは即戦力を有した人材。

○現在は優れた専門性、幅広い知識と問題解決能力の両方を併せ持つ柔軟性のある人材へと
変化。

技術者の人材補充で重視する方法（複数回答）

91.7

46.1

22

18.3

10.8

9.5

0 20 40 60 80 100

新規学卒採用

他技術部門からの配転

現役技能者からの登用

他社人材の積極的スカウト

事務／営業系社員の再訓練

業務の外部委託

企業が人材の採用に重視する事柄（複数回答）

86.7

57.3

40.7

34.9

31

0 20 40 60 80 100

熱意・意欲

人柄・協調性

創造性

専門知識・研究内容

個性

高等教育高等教育高等教育高等教育にににに対対対対するニーズのするニーズのするニーズのするニーズの変化変化変化変化
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9.5

4.1

2.9

2.5

0.8

業務の外部委託

人材銀行の活用

職安の利用

人材派遣業の活用

無回答

企業が大学・大学院へ期待していること（理系）（３つまで回答）

65.4
55.2

44.4
31.2

22.9
17.7

11
10.6
10.2

7.3
6

1.2

0 10 20 30 40 50 60 70

専門分野の知識を 学生にしっかり身につけさせること

知識や情報を集めて自分の考えを導き出す訓練をすること

専門分野に関連する他領域の基礎知識を身に付けさせること

理論を加えて、実社会とのつながりを意識した教育を行うこと

チームを組んで特定の課題に取り組む経験をさせること

国際コミュニケーショ ン能力、異文化理解能力を 高めること

実践重視の実務に役立つ教育を行うこと

教養教育を通じて学生の知識の世界を 広げること

ディベート、プレゼンテーショ ンの訓練を行うこと

専門知識を学ぶ目的を理解させるためのプログラ ムをもつこと

職業観醸成につながるプログラ ムをもつこと

その他

出所：日本経団連教育問題委員会「企業の求める人材像についてのアンケート結果」（２００４年）

16.7

11.3

6.5

5

2.8

学生時代に力を入れたこと

実践知識・実務能力

学校の成績

出身学校

その他

出所：日本経団連「創造的な人材の育成に関するアンケート調査結果」 （1996年）
出所：全日本能率連盟「企業内教育に関する調査研究報告書」（1985年）

企業の求める人材ニーズは
新規卒業者

↓

熱意意欲のある人材
↓

専門知識を持ち合わせた
問題解決能力のある人材

と移行してきた。

大学教育大学教育大学教育大学教育とととと企業企業企業企業がががが求求求求めるめるめるめる人材人材人材人材のギャップのギャップのギャップのギャップ

【教育カリキュラム
分析】

全国の１８９の
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○産業界からは、教育機関で行われている教育と産業界側のニーズとの間にカリキュラム面での
ギャップが存在するとの指摘。

21

【産業界の人材
ニーズの分析】

産業界等の有
識者のＷＧにおい
て、ＩＴ業界に必要
な人材を５７人材
群に分け、それぞ
れに必要な学力
プロファイルを分析。
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図図図図：：：：カリキュラムのミスマッチカリキュラムのミスマッチカリキュラムのミスマッチカリキュラムのミスマッチ分析分析分析分析のイメージのイメージのイメージのイメージ

ＩＴＩＴＩＴＩＴのののの例例例例ＩＴＩＴＩＴＩＴのののの例例例例

出所：経済産業省平成１６年度産業技術調査（産業界による産業技術 人材の
学力プロファイルの提示と大学教育への反映に関する調査）

大学院大学院大学院大学院におけるにおけるにおけるにおける課題課題課題課題（（（（大学院大学院大学院大学院のののの定員増定員増定員増定員増にににに伴伴伴伴うううう質質質質のののの低下低下低下低下））））

○大学院への重点化が進む中、国立大学においては大学院の教員一人あたりが受け持つ
学生数が１０年前に比べ約２倍になる等、学生に十分な教育の機会が与えられていないの
ではないかとの指摘。
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図．教員一人あたりの大学院学生数

２２２２倍以上倍以上倍以上倍以上

出所：文部科学省「学校基本調査」

○博士号取得者数の企業への就職は増加しているものの、毎年の取得者数の増加スピードに
及んでいない。

大学院大学院大学院大学院におけるにおけるにおけるにおける課題課題課題課題（（（（ポスドクポスドクポスドクポスドク問題問題問題問題））））

図１．理工系博士の入学者・修了者と無業者の推移比較

出所：文部科学省「学校基本調査」
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○企業側では、２００７年以降に訪れる製造業の現場を支えてきた人材の大量退職、いわゆる
「２００７年問題」への対応が喫緊の課題。

140

150

160
（万人）

５０代のベテラン中核人材は
高齢化、定年退職へ
５０代のベテラン中核人材は
高齢化、定年退職へ

次代を担う４０代は不足
（当時の採用抑制の影響）
次代を担う４０代は不足
（当時の採用抑制の影響）

２００７２００７２００７２００７年問題年問題年問題年問題
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140

25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59
（歳）2004年 2006年

図．製造業の年齢別就業者数 出所：総務省「労働力調査」

＜全体会議＞

�� 「「「「産学人材育成産学人材育成産学人材育成産学人材育成パートナーシップパートナーシップパートナーシップパートナーシップ」」」」「「「「産学人材育成産学人材育成産学人材育成産学人材育成パートナーシップパートナーシップパートナーシップパートナーシップ」」」」は、人材育成に関し大学と産業界の連携・協力を強化するため、産学が連携して双方の

対話と取組の場を創設するもの。産学の横断的課題や業種・分野的課題等について幅広く議論を行うことで、人材育成に
係る産学双方産学双方産学双方産学双方のののの共通認識共通認識共通認識共通認識をををを醸成醸成醸成醸成産学双方産学双方産学双方産学双方のののの共通認識共通認識共通認識共通認識をををを醸成醸成醸成醸成し、その後の産学双方産学双方産学双方産学双方のののの具体的具体的具体的具体的なななな行動行動行動行動産学双方産学双方産学双方産学双方のののの具体的具体的具体的具体的なななな行動行動行動行動に繋げていく。

「「「「社会総社会総社会総社会総がかりでがかりでがかりでがかりで教育再生教育再生教育再生教育再生をををを「「「「社会総社会総社会総社会総がかりでがかりでがかりでがかりで教育再生教育再生教育再生教育再生をををを －－－－第三次報告第三次報告第三次報告第三次報告－」（－」（－」（－」（平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年１２１２１２１２月月月月１５１５１５１５日日日日－－－－第三次報告第三次報告第三次報告第三次報告－」（－」（－」（－」（平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年１２１２１２１２月月月月１５１５１５１５日日日日教育再生会議教育再生会議教育再生会議教育再生会議教育再生会議教育再生会議教育再生会議教育再生会議））））））））
○人材育成に関する大学と産業界の連携・協力等のための会議（「「「「産学人材育成産学人材育成産学人材育成産学人材育成パートナーシップパートナーシップパートナーシップパートナーシップ」」」」）の活用や

学術関係団体との連携等により、大学は、社会の要請にあった質の高い卒業生を送り出す。

「「「「経済財政改革経済財政改革経済財政改革経済財政改革のののの基本方針基本方針基本方針基本方針２００７２００７２００７２００７」（」（」（」（平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年６６６６月月月月１９１９１９１９日日日日「「「「経済財政改革経済財政改革経済財政改革経済財政改革のののの基本方針基本方針基本方針基本方針２００７２００７２００７２００７」（」（」（」（平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年６６６６月月月月１９１９１９１９日日日日閣議決定閣議決定閣議決定閣議決定閣議決定閣議決定閣議決定閣議決定）））））））） （（（（抄抄抄抄））））（（（（抄抄抄抄））））

○ 産学双方向の対話（「「「「産学人材育成産学人材育成産学人材育成産学人材育成パートナーシップパートナーシップパートナーシップパートナーシップ」」」」）等を推進する。

情報処理 阿草 清滋 名古屋大学大学院情報科学研究科 教授産業界産業界産業界産業界 : 日本経団連 榊原 定征 副会長

全体会議委員 分科会議長

※ 日本学術会議と官（文部科学省と経済産業省）はオブザーバー

産学人材育成産学人材育成産学人材育成産学人材育成パートナーシップのパートナーシップのパートナーシップのパートナーシップの推進推進推進推進
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＜分科会＞
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人
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情報処理 阿草 清滋 名古屋大学大学院情報科学研究科 教授

電気・電子 荒川 泰彦 東京大学 先端科学技術研究センター教授

経営・管理人材 清成 忠男法政大学学事顧問 元総長
機械分科会 白鳥 正樹 社団法人日本機械学会会長

バイオ分科会 西山 徹 味の素（株）技術特別顧問

原子力分科会 服部 拓也 社団法人日本原子力産業協会 理事長

材料分科会 浜本 康男 新日本製鐵株式会社常務取締役

化学分科会 府川 伊三郎 旭化成株式会社顧問

資源分科会 山冨 二郎 東京大学大学院工学系研究科 教授

産業界産業界産業界産業界 : 日本経団連 榊原 定征 副会長

経済同友会 小林 いずみ 副代表幹事

日本商工会議所 水越 浩士 副会頭

教育界教育界教育界教育界 ： 国立大学協会 梶山 千里 副会長

公立大学協会 佐々木 雄太 会長

私立大学協会 大沼 淳 会長

私立大学連盟 白井 克彦 副会長

バ
イ
オ

バ
イ
オ

バ
イ
オ

バ
イ
オ

原
子
力

原
子
力

原
子
力

原
子
力

産学人材育成産学人材育成産学人材育成産学人材育成パートナーシップのパートナーシップのパートナーシップのパートナーシップの成果成果成果成果イメージイメージイメージイメージ

《《《《大学側大学側大学側大学側にににに期待期待期待期待されるされるされるされる取組例取組例取組例取組例》》》》

○ 社会や経済の動向を踏まえた教育改革
� 個別大学における取組

� 中核となる大学間の連携による取組

� 学会・産業界との面的な連携の促進

○ 「教育」の質の保証

《《《《産業界側産業界側産業界側産業界側にににに期待期待期待期待されるされるされるされる取組例取組例取組例取組例》》》》

○ 人的・資金的な面での教育界への協力

� 個別大学における取組

� 実践型教育への協力

� 講師派遣

� インターンシップの質的向上

○近年の産業界を取り巻く様々な環境変化を踏まえ、社会ではどのような人材が必要とされるか。

○このような人材を育成するため、産業界と大学でどのような役割分担及び協力関係が可能か。
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○ 「教育」の質の保証

� 教員の教育能力の向上

� 卒業認定の見直し

� 外部評価の推進

� 企業との人事交流（教育現場への企業等の積極活
用）

� 実践型教育の導入

○ 国際化・多様化の推進

� インターンシップの質的向上

� 寄付講座の拡大・充実

○ 教育界における人材育成への取組の評価と育成
の継続

� 採用・処遇への反映

� 企業内での育成方策の充実

� 修士・博士など取得学位に即した人材活用

パートナーシップにおける活動を通じ、大学改革大学改革大学改革大学改革においてにおいてにおいてにおいて提起提起提起提起されているされているされているされている課題課題課題課題をををを各分野各分野各分野各分野のニーズをのニーズをのニーズをのニーズを踏踏踏踏まえまえまえまえ

ながらながらながらながら具体化具体化具体化具体化していくしていくしていくしていくとともに、産業界側産業界側産業界側産業界側からもからもからもからも必要必要必要必要なコミットメントをなコミットメントをなコミットメントをなコミットメントを引引引引きききき出出出出しししし、お互いがＷｉｎ－Ｗｉｎとなる
ような関係を築く。

成果事例成果事例成果事例成果事例～～～～大学における産学連携による人材育成プログラムの実現！

■コース：岩手大学大学院工学研究科 金型専攻・鋳造専攻（博士課程）

○岩手大学では、製造中核人材育成事業を活用して金型や鋳造に関する実践的な人材育成プログラムを開発し、平成１８年
４月から同大学院に「金型・鋳造工学専攻」を開設。同分野の専攻としては国内初であり、これまでに社会人10名を含む28
名が受講。

○本事業を通じた成果は以下のとおり。
１）開発成果を活用しディグリープログラムとして自立化。自立化に際して、雇用受入やインターンシップ費用の支援等、産業

界が全面的にバックアップする産学連携による強固な実施体制を構築。
２）本年度から文部科学省の科学技術振興調整費を受け、学部生を対象とした「ものづくりコース」を工学部に新設し、大学

カリキュラムの見直し・改編といった大学院に留まらない一連の工学部教育改革を実現。また、自治体と連携して社会人向
けの「岩手マイスター」制度も創設。

３）他大学に同大学の取り組みを紹介するなどして、金型分野において他大学（九工大、岐阜大、群馬大）の専攻コース等の
開設を牽引する等、大学・大学院における持続的な人材育成プログラムの整備が波及。

岩手大学岩手大学岩手大学岩手大学におけるディグリープログラムのにおけるディグリープログラムのにおけるディグリープログラムのにおけるディグリープログラムの概要概要概要概要
・講師等の派遣
・ｲﾝﾀ受入、雇用

「岩手マイス
ター」制度の
創設、認定
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岩手大学

工学部（７学科）

ものづくりコース

進学

金型・鋳造専攻

■開講：平成１８年４月～（１２名／年）
■受講料：817,800円
■講義内容：
・金型…３次元CAD/CAM、加工・成形技術、材料学
・鋳造…鋳造・溶解技術、鋳造方案、鋳型造型技術
・共通…MOT、品質工学、計測、分析技術、設計
■特徴：
・６ヶ月の長期インターンシップの実施（16社が協力）
・教員、講師の８割が企業出身等の実務経験者
・大学の既卒者でなくとも入学可能

その他学部

ｲﾝﾀｰﾝ
就職

財政支援
派遣

財政支援

経済省の事業成果を活用するとともに、
文科省の支援を受け、工学部でもカリ
キュラムを見直し・改編を実現

鋳
造

金
型

他大学へ
の波及

他大学の
専攻開設
を牽引

創設、認定
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（※）ＴＩＭＳＳ調査：国際教育到達度評価学会（ＩＥＡ）の「国際数学・理科教育動向調査（Ｔｒｅｎｄｓ ｉｎ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｍａｔｈｅｍａｔｉｃｓ ａｎｄ Ｓｃｉｅｎｃｅ Ｓｔｕｄｙ）

○教育を受けるにつれて、理科の勉強の重要性を認識し、また、面白いと感じている生徒は減少
傾向。

○中学生の理数系の成績は国際的に見ても高い水準にあるものの、その順位は低下傾向。
※数学は１位（1980）→５位（2003）、理科は１位（1970）→６位（2003） （TIMSS調査※より）
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図：「「「「数学数学数学数学のののの勉強勉強勉強勉強はははは楽楽楽楽しいしいしいしい」」」」と答えた生徒の割合

「強くそう思う」

「そう思う」

「そう思わない」または
「まったくそう思わない」

（％）

「理科の勉強は
大切だ」と思う生
徒の割合

減少傾向

理科離理科離理科離理科離れ・れ・れ・れ・理系離理系離理系離理系離れのれのれのれの実態実態実態実態（（（（１１１１））））
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図 ： 理 科 に 対 す る 児 童 生 徒 の 意 識
（小学５年生と中学２年生との比較）

【出所】IEA「国際数学・理科教育動向調査の2003年調査
（TIMSS2003）
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図：「「「「理科理科理科理科のののの勉強勉強勉強勉強はははは楽楽楽楽しいしいしいしい」」」」と答えた生徒の割合

理科、数学の授業を
楽しいと思わない生
徒の割合は、国際平
均に比べて高い水準

「理科の勉強が
好きだ」と思う生
徒の割合
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24.4%
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25.0% 24.8% 24.5%

26.0%
26.6%

20%

25%

30%

工学系工学系工学系工学系：：：：減少傾向減少傾向減少傾向減少傾向

工学系

工学部志望者工学部志望者工学部志望者工学部志望者のののの動向動向動向動向

○国立大学における学部別の進学者の割合を見ると、近年は工学部志望者の割合は減少傾向。
一方、医・歯・薬学系の志願者の割合は増加傾向。
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出所：河合塾調べ
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図：国立大学における学部別の志願者の割合の推移
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医・歯・薬・保健学系

エンジニアエンジニアエンジニアエンジニア離離離離れのれのれのれの現状現状現状現状

90%

100%

工学系卒業者の専門的・技術的従事者への就職状況

○工学系の学部を卒業しながらも、エンジニア系に就職する学生は減少してきた。

出所：学校基本調査より経済産業省作成

※「専門的・技術的従事者」

とは、「農林水産業・食品

技術者」、「機械・電気技

術者」、「鉱工業技術者」、

「土木・建築・測量技術

者」、「情報処理技術者」

及び「その他の技術者」

を指す。
50%
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80%
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低下
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②【教員の理科離れの存在】
� 経済産業省の調査によると、大学の教育学系統に進学した者（448名）のうち、大学卒業後の進路として教員を選択した者

（269名）の高校時代の教科の好き嫌いについて聞いたところ、「物理」の未履修者は６１．３％、履修したものの嫌いと回答
した者は２１．６％。「化学」の未履修者は１０．４％、履修したものの嫌いと回答した者は５０．６％。

（出所：経済産業省「進路選択に関する振り返り調査」2005）

③【工学系進路を選択した場合の職業イメージやキャリアパスがみえにくい】
� 高校教員は、高校生に工学部に興味を向けさせるためには「大学の研究室の研究内容・研究成果」「卒業後の仕事の内

①【小中学校における理科授業時間数は減少している】
� （１，０４８時間（Ｓ４４年） → ９０８時間（Ｓ５２年） → ７３５～７７０時間（Ｈ元年） → ６４０時間（Ｈ１０年～現在）注）

（出所：学習指導要領）

注：中央教育審議会教育課程部会では、理科の授業時間数を現行より小学校で約２割、中学校で約３割増やすことを含めた、指導要領改訂を巡る「審議のまとめ」案を大筋で
了承（2007年10月）。 新学習指導要領について、小学校では平成23年4月に350時間から405時間へ、中学校では平成24年4月に290時間から385時間へ授業時間数の増
加を含めて全面実施することとしている。

理科離理科離理科離理科離れ・れ・れ・れ・理系離理系離理系離理系離れのれのれのれの原因原因原因原因とはとはとはとは？？？？
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�理科離れ・理系離れを引き起こす要因としては、
この他にも様々なものがあると考えられる。

� 「高校の早い段階での文理分け」
⇒「文系を選択すると極端に理科・数学の授業時間が減少」

� 「理科の面白さを子どもに伝えることができない大人が多いために、
ますます児童・生徒の理科離れを加速」 etc

� 高校教員は、高校生に工学部に興味を向けさせるためには「大学の研究室の研究内容・研究成果」「卒業後の仕事の内
容」「就職先」といった情報が重要と考えている。

� プロジェクトＸは悲劇？

図：高校教員が考える「工学部に興味を向けさせるために必要な情報」
出所：河合塾調べ



５．今後の取組
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平成平成平成平成２１２１２１２１年度年度年度年度 経済産業政策経済産業政策経済産業政策経済産業政策のののの重点重点重点重点

「エネルギー需給構造革新」

－－－－資源高時代資源高時代資源高時代資源高時代にににに対応対応対応対応したしたしたした経済構造経済構造経済構造経済構造のののの実現実現実現実現のためののためののためののための最重要課題最重要課題最重要課題最重要課題－－－－－－－－資源高時代資源高時代資源高時代資源高時代にににに対応対応対応対応したしたしたした経済構造経済構造経済構造経済構造のののの実現実現実現実現のためののためののためののための最重要課題最重要課題最重要課題最重要課題－－－－

「地域・中小企業の活性化」「新たな成長メカニズムの確立」

《基本認識》
� 現下の資源価格の高騰は、世界的な需給ひっ迫という構造的な変化によるもの。我が国の企業活動
や国民生活が前提としてきた価格体系が崩れつつある。

� この「危機」をむしろ「チャンス」に変えていくため、３つの課題に総力を挙げて取り組む。
① 低炭素社会の実現に向けたエネルギー需給構造革新
② 資源高時代に対応した経済構造の実現のため、イノベーションの促進と、それにより生み出

される我が国の「強み」をグローバルに展開し、所得を獲得する新たな成長メカニズムの確立
③ 同時に、急激な資源高に伴うショックが直撃する地域・中小企業等の痛みの克服

「エネルギー需給構造革新」
（低炭素社会の実現）

� 低炭素社会を実現するエネル

ギー需給構造の革新。

� 京都議定書の目標達成、全て

の主要排出国が参加する次期

枠組みの実現。

� 原油など資源価格の安定化を

図るため、総合的な資源外交

を展開するとともに、資源・エネ

ルギーの安定供給に万全を期

す。

� 世界に先駆けて資源高時代に対応した

経済構造を実現するための改革を推進

し、低炭素社会と両立する経済成長の

実現。

� 日本が本来有する強みを発揮すること

で、魅力ある国内市場をつくると同時

に、アジアを中心とする海外市場にお

ける日本の強みを活かした成長戦略を

展開。

� 地域や中小企業を取りまく経

済情勢を常に注視し、急激な

資源高による影響の軽減など

必要な措置を機動的に講ずる。

� 構造的な変革を必要とする資

源価格高騰への対応を円滑に

し、裾野広く構造転換を行き

渡 らせるためにも、地域・中小

企 業の活性化を図る。

「地域・中小企業の活性化」
（資源高に伴う痛みの克服）

「新たな成長メカニズムの確立」
（所得流出・人口減少を凌駕）
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産業クラスター計画とは、持続的なイノベーション創出のカギである「融合」を効果的に誘発するため
の基盤となる産学官金のネットワークを形成するとともに、イノベーション創出に必要な仕組みの構築、
施策の投入を重点的に行い、地域における産業集積の質的転換を目指すもの。

◆クラスターとは

技術×技術、人×人、市場×市場、ビジネス×ビジネスなど多様な資源を「融合」することでイノベー
ション（新事業・新産業）が持続的に生み出される状態。

◆産業クラスター計画とは

ネットワーク化既存産業集積

産業産業産業産業クラスタークラスタークラスタークラスター計画計画計画計画のののの推進推進推進推進

産業クラスター

○受発注取引関係
からなる中小企業
間の生産分業ネッ
トワーク

ネットワーク化既存産業集積

●企業、●大学、●支援機関等、
●金融機関、●ｸﾗｽﾀｰ中核機関

産学官のネット
ワーク形成

事業化･市場化支援 人材･知財支援研究･技術開発支援

･地域イノベーション
協創プログラム

･中小ベンチャー挑戦支援
･戦略的基盤技術高度化支援

･新連携支援
･農商工連携
･地域資源活用

･産業人材育成
･地域ブランド
･人材投資促進税制

･ネットワーク補助金

連携

･地域金融機関
･地域力連携拠点
･海外展開

融合
○地域における、
産学連携、産産
連携、異業種連
携ネットワーク
の構築

クラスターの形成支援（国=経済局）

持続的な
イノベーションの創出

●新製品・新サービス
●新生産方式の導入
●新販路の開拓
●新事業、創業

産業クラスター
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管内に形成された「融合」の基盤となる産学官ネットワークの濃密化と新事業創出活動を更に加速する
とともに、クラスター間連携により、イノベーション創出に必要となる最適なパートナーを求める企業
等のチャンスを増大させる。

域内連携 広域連携 海外展開

産業産業産業産業クラスタークラスタークラスタークラスター間連携及間連携及間連携及間連携及びびびび海外展開海外展開海外展開海外展開のののの推進推進推進推進

首都圏北部

中央自動車道
沿線

三遠南信

首都圏
西部

京浜
IT

ﾊﾞｲｵﾊﾞｲｵﾊﾞｲｵﾊﾞｲｵ

東葛川
口つく
ば
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（（（（目目目目 的的的的））））
地域における景気回復のばらつきを解消し、裾野の広い持続的な経済成長を可能とするため、企業と大学等との産学官の共同研究開発を促進する
ことによって地域発のイノベーションを次々と創出し、地域経済の活性化を図る。

（（（（ポイントポイントポイントポイント））））
○各研究機関が有する設備機器や人材等の相互活用や企業等への利用開放の促進。
○企業が抱える技術課題の相談や適切な研究機関への紹介等のワンストップサービスの提供。
○大学の潜在力を最大限に引き出すための、大学やＴＬＯにおける産学連携体制の強化。
○産学官の共同研究の支援による新産業・新事業の創出。 等

②②②②イノベーションイノベーションイノベーションイノベーション創出研究開発事業創出研究開発事業創出研究開発事業創出研究開発事業 80.7億円億円億円億円
○○○○地域地域地域地域イノベーションイノベーションイノベーションイノベーション創出研究開発事業創出研究開発事業創出研究開発事業創出研究開発事業（（（（経済産業局型経済産業局型経済産業局型経済産業局型）））） （（（（63.2億円億円億円億円））））

○○○○大学発事業創出実用化研究開発事業大学発事業創出実用化研究開発事業大学発事業創出実用化研究開発事業大学発事業創出実用化研究開発事業（ＮＥＤＯ（ＮＥＤＯ（ＮＥＤＯ（ＮＥＤＯ型型型型）））） （（（（17.5億円億円億円億円））））

地域の大学等の研究機関及び企業等による産学官の共同研究を
提案公募方式により支援。

①①①①イノベーションイノベーションイノベーションイノベーション創出基盤形成事業創出基盤形成事業創出基盤形成事業創出基盤形成事業 15.8億円億円億円億円
○○○○地域地域地域地域イノベーションイノベーションイノベーションイノベーション創出共同体形成事業創出共同体形成事業創出共同体形成事業創出共同体形成事業 （（（（11.2億円億円億円億円））））

研究機関の相互連携、企業への技術支援等

○○○○創造的産学連携体制整備事業創造的産学連携体制整備事業創造的産学連携体制整備事業創造的産学連携体制整備事業 （（（（4.6億円億円億円億円））））

ＴＬＯ等への専門人材の配置等による産学連携体制の強化。

事業内容事業内容事業内容事業内容

地域地域地域地域イノベーションイノベーションイノベーションイノベーション協創協創協創協創プログラムプログラムプログラムプログラム ２０２０２０２０年度予算年度予算年度予算年度予算２０２０２０２０年度予算年度予算年度予算年度予算 ９６９６９６９６．．．．５５５５億円億円億円億円（（（（新規新規新規新規））））９６９６９６９６．．．．５５５５億円億円億円億円（（（（新規新規新規新規））））

②②②②イノベーションイノベーションイノベーションイノベーション創出研究開発事業創出研究開発事業創出研究開発事業創出研究開発事業

産業産業産業産業クラスタークラスタークラスタークラスター計画計画計画計画
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経済産業局経済産業局経済産業局経済産業局
or

ＮＥＤＯＮＥＤＯＮＥＤＯＮＥＤＯ 支支支支 援援援援

共同研究体

民間企業民間企業民間企業民間企業
公益法人等公益法人等公益法人等公益法人等

研究機関研究機関研究機関研究機関

民間企業民間企業民間企業民間企業
公益法人等公益法人等公益法人等公益法人等

研究機関研究機関研究機関研究機関
公公公公 募募募募

新
事
業

新
事
業

新
事
業

新
事
業
・・・・新
産
業

新
産
業

新
産
業

新
産
業

のののの
創
出
創
出
創
出
創
出

①①①①イノベーションイノベーションイノベーションイノベーション創出基盤形成事業創出基盤形成事業創出基盤形成事業創出基盤形成事業

研究機関研究機関研究機関研究機関のののの 体体体体
制整備制整備制整備制整備・・・・連携強化連携強化連携強化連携強化

企業企業企業企業のののの技術課題技術課題技術課題技術課題のののの解決解決解決解決、、、、
共同研究共同研究共同研究共同研究のののの促進促進促進促進

産学官産学官産学官産学官のリスクののリスクののリスクののリスクの高高高高いいいい
共同研究開発共同研究開発共同研究開発共同研究開発のののの支援支援支援支援

商談会等商談会等商談会等商談会等のののの
マッチングマッチングマッチングマッチング機会機会機会機会のののの提供提供提供提供

インキュベーショインキュベーショインキュベーショインキュベーショ
ンンンン施設施設施設施設のののの整備整備整備整備

１１１１：：：：研究機関等研究機関等研究機関等研究機関等のののの体制整備体制整備体制整備体制整備
２２２２：：：：実用化実用化実用化実用化・・・・事業化事業化事業化事業化
にににに向向向向けたけたけたけた研究開発研究開発研究開発研究開発

３３３３：：：：事業化事業化事業化事業化・・・・販路開拓支援等販路開拓支援等販路開拓支援等販路開拓支援等 ４４４４：：：：地域経済地域経済地域経済地域経済のののの活性化活性化活性化活性化

イノベーションイノベーションイノベーションイノベーション創出基盤創出基盤創出基盤創出基盤のののの整備整備整備整備
（（（（試験設備機器試験設備機器試験設備機器試験設備機器・・・・人材等人材等人材等人材等のののの相互利用等相互利用等相互利用等相互利用等のののの協働協働協働協働））））

研究機関等研究機関等研究機関等研究機関等によるによるによるによる
強固強固強固強固なななな共同体共同体共同体共同体のののの構構構構

築築築築

TLOTLOTLOTLOTLOTLOTLOTLO

大学大学大学大学大学大学大学大学

NEDONEDONEDONEDONEDONEDONEDONEDO

公設試公設試公設試公設試公設試公設試公設試公設試

関係機関関係機関関係機関関係機関関係機関関係機関関係機関関係機関

産総研産総研産総研産総研産総研産総研産総研産総研

地域地域地域地域のののの企業等企業等企業等企業等

○設備機器の利用開放

○技術相談等のワンストップサービス

○産学官の共同研究

広域関東圏（茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東
京、神奈川、新潟、長野、山梨、静岡）

２２２２．．．．事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

広域関東圏広域関東圏広域関東圏広域関東圏１１１１都都都都１０１０１０１０県県県県のののの公設試公設試公設試公設試・・・・大学等大学等大学等大学等のののの開放機器開放機器開放機器開放機器にににに係係係係るデータベースるデータベースるデータベースるデータベース（ＣＤ－ＲＯＭ（ＣＤ－ＲＯＭ（ＣＤ－ＲＯＭ（ＣＤ－ＲＯＭ等等等等））））構築構築構築構築によるによるによるによる地域中地域中地域中地域中
堅堅堅堅・・・・中小企業中小企業中小企業中小企業へのワン・ストップなへのワン・ストップなへのワン・ストップなへのワン・ストップな機器情報機器情報機器情報機器情報のののの提供提供提供提供やややや、、、、近年企業近年企業近年企業近年企業ニーズがニーズがニーズがニーズが益益益益々々々々高高高高まっているまっているまっているまっている、、、、最先端最先端最先端最先端のものづのものづのものづのものづ
くりくりくりくり産業産業産業産業にににに不可欠不可欠不可欠不可欠ななななトレーサビリティトレーサビリティトレーサビリティトレーサビリティ（（（（計量計量計量計量・・・・計測分野計測分野計測分野計測分野におけるにおけるにおけるにおける精度保証精度保証精度保証精度保証））））技術技術技術技術のののの高度化高度化高度化高度化をををを目指目指目指目指すイノベーショすイノベーショすイノベーショすイノベーショ
ンンンン拠点拠点拠点拠点（（（（広域関東圏広域関東圏広域関東圏広域関東圏イノベーションイノベーションイノベーションイノベーション創出促進協議会創出促進協議会創出促進協議会創出促進協議会））））をををを形成形成形成形成 （（（（予算額予算額予算額予算額１１１１．．．．４４４４億円億円億円億円））））

事業事業事業事業のポイントのポイントのポイントのポイント

１１１１．．．．対象地域対象地域対象地域対象地域

横断的横断的横断的横断的なななな技術支援体制構築技術支援体制構築技術支援体制構築技術支援体制構築によるによるによるによる企企企企
業業業業へのワンストップサービスへのワンストップサービスへのワンストップサービスへのワンストップサービス

広域関東圏イノベーション創出促進協議会の概要広域関東圏イノベーション創出促進協議会の概要

・２，０００以上と推定される関係機関の開放
機器のデータベースの作成

・産総研計量標準総合センター（NMIJ）の機

能を最大限に活用した、内部校正技術レベル
の向上、人材育成、機器管理のマニュアル化
などのトレーサビリティ技術力の向上 など

・産総研関東センター※

・１都１０県の公設試

・東大、東京電機大、東工大、東洋大、防衛大、群
馬大、東京理科大

・東葛テクノプラザ、(財)機械振興協会

など計２２機関（今後拡大予定）※は補助事業者

３３３３．．．．主主主主なななな参加機関参加機関参加機関参加機関

２２２２．．．．事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

民
間
企
業

民
間
企
業

民
間
企
業

民
間
企
業

相談相談相談相談・・・・依頼依頼依頼依頼

ワンストップサービスワンストップサービスワンストップサービスワンストップサービス
オープンファシリティーオープンファシリティーオープンファシリティーオープンファシリティー

大大大大 学学学学
東大、東京電機大、東工大など

公設試公設試公設試公設試
１都１０県の公設試

産業振興財団産業振興財団産業振興財団産業振興財団
東葛テクノプラザ
機械振興協会

にいがた産業創造機構
など

都県都県都県都県（（（（オブザーバーオブザーバーオブザーバーオブザーバー））））
１都１０県の技術振興課

地域力連地域力連地域力連地域力連
携拠点携拠点携拠点携拠点

食総研食総研食総研食総研（（（（農研機構農研機構農研機構農研機構））））

広域関東圏広域関東圏広域関東圏広域関東圏イノベーションイノベーションイノベーションイノベーション創出促進協議会創出促進協議会創出促進協議会創出促進協議会

産総研計量標準総合産総研計量標準総合産総研計量標準総合産総研計量標準総合センターセンターセンターセンター（ＮＭ（ＮＭ（ＮＭ（ＮＭ
ＩＪ）ＩＪ）ＩＪ）ＩＪ）のののの機能機能機能機能をををを最大限最大限最大限最大限にににに活用活用活用活用

表面改質表面改質表面改質表面改質（（（（めっきめっきめっきめっき等等等等））））にににに係係係係るるるる基盤的加工基盤的加工基盤的加工基盤的加工
技術技術技術技術のののの機能性向上検討機能性向上検討機能性向上検討機能性向上検討

事務局事務局事務局事務局
産総研

関東センター
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■地域において新産業の創出に貢献しうるような最先端の技術シーズをもとに、企業企業企業企業、、、、公設試公設試公設試公設試、、、、大学等大学等大学等大学等のののの研究開発資源を最適に
組み合わせて形成された研究体研究体研究体研究体がががが行行行行うううう実用化研究開発実用化研究開発実用化研究開発実用化研究開発。

■新産業創造戦略２００５に沿った研究開発課題（①情報通信分野～⑯建設分野）（※研究開発要素の薄い量産設備等量産設備等量産設備等量産設備等のののの整備事整備事整備事整備事
業業業業はははは対象対象対象対象となりとなりとなりとなり ませんませんませんません）。

■研究体研究体研究体研究体はははは管理法人管理法人管理法人管理法人、、、、総括事業代表者総括事業代表者総括事業代表者総括事業代表者（（（（PM：：：：Project Manager））））及及及及びびびび研究実施者研究実施者研究実施者研究実施者によってによってによってによって構成構成構成構成。以下（１）（２）の要件を共に満た
す必要があります（アドバイザーの参画は任意）。
（１）【試験研究機関の参画】

大学、高等専門学校、大学共同利用機関、独立行政法人及び地方独立行政法人であって試験研究に関する業務を行うも
の、特殊法人であって研究開発を目的とするもの並びに国及国及国及国及びびびび地方公共団体地方公共団体地方公共団体地方公共団体のののの試験研究機関試験研究機関試験研究機関試験研究機関のうちのいずれかのうちのいずれかのうちのいずれかのうちのいずれか１１１１つつつつ以上以上以上以上のののの
機関機関機関機関をををを含含含含むむむむこと。

（２）【民間企業の参画】
研究実施者として、原則､複数複数複数複数のののの民間企業民間企業民間企業民間企業をををを含含含含むむむむ（（（（中小企業中小企業中小企業中小企業がががが参画参画参画参画するするするする場合場合場合場合はははは、、、、民間企業民間企業民間企業民間企業はははは１１１１社社社社のみでものみでものみでものみでも可可可可））））こと｡

地域地域地域地域イノベーションイノベーションイノベーションイノベーション創出研究開発事業創出研究開発事業創出研究開発事業創出研究開発事業 （（（（20202020年度予算年度予算年度予算年度予算 63.263.263.263.2億円億円億円億円（（（（新規新規新規新規））））））））

経
済
産
業
局

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
管
理
法
人

管
理
法
人

管
理
法
人

管
理
法
人

研究体

大
学
・高
等
専
門
学
校
等

公
設
試
験
研
究
機
関

民
間
企
業

（ア
ド
バ
イ
ザ
ー
）

研
究
協
力
者

再委託等等等等

総括事業代表者総括事業代表者総括事業代表者総括事業代表者（ＰＭ）（ＰＭ）（ＰＭ）（ＰＭ）が
共同研究を統括

研究実施者
最小最小最小最小のののの研究体研究体研究体研究体はははは
研究機関研究機関研究機関研究機関１１１１者者者者、、、、民民民民
間企業間企業間企業間企業１１１１社社社社（（（（中小中小中小中小
企業企業企業企業））））のののの組組組組みみみみ合合合合わわわわ
せになりますせになりますせになりますせになります。。。。

対象経費対象経費対象経費対象経費
機械装置費、労務費、その他
事業の遂行のために必要な
経費等
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新事業活動新事業活動新事業活動新事業活動

規約等の存在
（法人格の有無は問わない）

中小企業中小企業中小企業中小企業（（（（異分野異分野異分野異分野））））経
営
資
源

中小企業中小企業中小企業中小企業（（（（コアコアコアコア企業企業企業企業））））

経営資源

中小企業中小企業中小企業中小企業(異分野異分野異分野異分野）））） 経
営
資
源

経
営
資
源

経
営
資
源

中小企業中小企業中小企業中小企業がががが異異異異なるなるなるなる分野分野分野分野のののの事業者事業者事業者事業者（（（（中小企業中小企業中小企業中小企業、、、、大企業大企業大企業大企業、、、、研究機関研究機関研究機関研究機関、ＮＰＯ、ＮＰＯ、ＮＰＯ、ＮＰＯ等等等等））））とととと有機的有機的有機的有機的にににに連携連携連携連携しししし、、、、それぞれのそれぞれのそれぞれのそれぞれの経営資源経営資源経営資源経営資源（（（（技術技術技術技術、、、、販路等位販路等位販路等位販路等位））））をををを
有効有効有効有効にににに組組組組みみみみ合合合合わせてわせてわせてわせて新事業活動新事業活動新事業活動新事業活動をををを行行行行うことによりうことによりうことによりうことにより、、、、新市場創出新市場創出新市場創出新市場創出をををを目指目指目指目指すすすす取組取組取組取組「「「「新連携新連携新連携新連携」」」」をををを支援支援支援支援しますしますしますします。。。。

新連携事業支援新連携事業支援新連携事業支援新連携事業支援 －－－－ 異分野事業者異分野事業者異分野事業者異分野事業者とととと連携連携連携連携してしてしてして新事業新事業新事業新事業をををを行行行行うううう中小企業中小企業中小企業中小企業をををを支援支援支援支援しますしますしますします －－－－

異分野の事業者

有機的な連携

（コア企業、規約等の存在）

経営資源の有効な組合せ

新事業活動

それによる新事業分野開拓

１

2

3

4

5

新事業分野開拓新事業分野開拓新事業分野開拓新事業分野開拓

新事業活動新事業活動新事業活動新事業活動

(財務要件）
１０年以内に融資返済、投資回収が
可能な持続的なキャッシュフローの確保

「「「「新連携新連携新連携新連携」」」」とはとはとはとは

（１）新商品の開発又は生産
（２）新サービスの開発又は提供
（３）商品の新たな生産又は販売方式の導入
（４）サービスの新たな提供の方式の導入

その他の新たな事業活動
信頼関係

大学大学大学大学・・・・研究機関等研究機関等研究機関等研究機関等
経
営
資
源

ＮＰＯＮＰＯＮＰＯＮＰＯ・・・・組合組合組合組合等等等等

経
営
資
源

〔新たな需要が相当程度開拓されるもの〕
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各地域各地域各地域各地域のののの「「「「強強強強みみみみ」」」」であるであるであるである地域資源地域資源地域資源地域資源（（（（産地産地産地産地のののの技術技術技術技術、、、、地域地域地域地域のののの農林水産品農林水産品農林水産品農林水産品、、、、観光資源観光資源観光資源観光資源））））をををを活用活用活用活用したしたしたした中小企業中小企業中小企業中小企業のののの新商品新商品新商品新商品・・・・新新新新各地域各地域各地域各地域のののの「「「「強強強強みみみみ」」」」であるであるであるである地域資源地域資源地域資源地域資源（（（（産地産地産地産地のののの技術技術技術技術、、、、地域地域地域地域のののの農林水産品農林水産品農林水産品農林水産品、、、、観光資源観光資源観光資源観光資源））））をををを活用活用活用活用したしたしたした中小企業中小企業中小企業中小企業のののの新商品新商品新商品新商品・・・・新新新新
サービスのサービスのサービスのサービスの開発開発開発開発・・・・サービスのサービスのサービスのサービスの開発開発開発開発・・・・ 市場化市場化市場化市場化をををを総合的総合的総合的総合的にににに支援支援支援支援。。。。地域地域地域地域によってによってによってによって景気回復景気回復景気回復景気回復にばらつきのあるにばらつきのあるにばらつきのあるにばらつきのある中中中中でででで、、、、地域産業発展地域産業発展地域産業発展地域産業発展のののの核核核核となるとなるとなるとなる市場化市場化市場化市場化をををを総合的総合的総合的総合的にににに支援支援支援支援。。。。地域地域地域地域によってによってによってによって景気回復景気回復景気回復景気回復にばらつきのあるにばらつきのあるにばらつきのあるにばらつきのある中中中中でででで、、、、地域産業発展地域産業発展地域産業発展地域産業発展のののの核核核核となるとなるとなるとなる
新事業新事業新事業新事業をををを、、、、５５５５年間年間年間年間でででで１１１１，，，，００００００００００００件創出件創出件創出件創出することをすることをすることをすることを目指目指目指目指すすすす。。。。新事業新事業新事業新事業をををを、、、、５５５５年間年間年間年間でででで１１１１，，，，００００００００００００件創出件創出件創出件創出することをすることをすることをすることを目指目指目指目指すすすす。。。。

事業計画作成

補助金

需
要
需
要
需
要
需
要
のののの
開
拓
開
拓
開
拓
開
拓

低利融資

設備投資／生産・販売

事業熟度(高)事業熟度(未) 事業熟度(低)
地域資源を
活用して

新商品開発等を行う
中小企業

試作品開発／展示会出展等

設備投資減税

県
を
経
由
し
て
申
請

経
産
局
等
が
認
定

（基本構想）

中小企業地域資源活用促進法中小企業地域資源活用促進法中小企業地域資源活用促進法中小企業地域資源活用促進法にににに基基基基づくづくづくづく支援支援支援支援のスキームのスキームのスキームのスキーム

中小企業地域資源活用中小企業地域資源活用中小企業地域資源活用中小企業地域資源活用プログラムプログラムプログラムプログラム

＜＜＜＜地域地域地域地域にににに密着密着密着密着したきめしたきめしたきめしたきめ細細細細かなかなかなかな支援支援支援支援＞＞＞＞＜＜＜＜地域地域地域地域にににに密着密着密着密着したきめしたきめしたきめしたきめ細細細細かなかなかなかな支援支援支援支援＞＞＞＞

○○○○全国各地全国各地全国各地全国各地でのでのでのでの地域資源地域資源地域資源地域資源のののの発掘発掘発掘発掘、、、、磨磨磨磨きききき上上上上げげげげ

マーケティング、ブランド戦略に精通した人材が常駐する全国事務局全国事務局全国事務局全国事務局とととと全国事務局全国事務局全国事務局全国事務局とととと
１０１０１０１０地域地域地域地域ブロックブロックブロックブロック拠点拠点拠点拠点にににに加加加加ええええ各県各県各県各県にににに支援拠点支援拠点支援拠点支援拠点１０１０１０１０地域地域地域地域ブロックブロックブロックブロック拠点拠点拠点拠点にににに加加加加ええええ各県各県各県各県にににに支援拠点支援拠点支援拠点支援拠点を整備し、事業計画作成か
ら需要開拓に至るまで一貫して支援。

○○○○首都圏首都圏首都圏首都圏をををを中心中心中心中心としたネットワークのとしたネットワークのとしたネットワークのとしたネットワークの確立確立確立確立
流通業者、情報通信、マスコミ、地域金融機関、大学等を
「「「「地域資源地域資源地域資源地域資源パートナーパートナーパートナーパートナー」」」」「「「「地域資源地域資源地域資源地域資源パートナーパートナーパートナーパートナー」」」」として登録し、地域中小企業の販路開拓を支援。

○○○○全国展開全国展開全国展開全国展開やややや需要需要需要需要のののの拡大拡大拡大拡大にににに向向向向けたけたけたけた支援支援支援支援

地域発の洗練された商品の展示、生活シーンの提案、食の体験等を通
じて、日本各地の家具、雑貨、食品等の販売・ＰＲを実施。
（４月２５日表参道に「「「「ﾃｽﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ・ｼｮｯﾌﾟﾃｽﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ・ｼｮｯﾌﾟﾃｽﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ・ｼｮｯﾌﾟﾃｽﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ・ｼｮｯﾌﾟ「「「「ﾃｽﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ・ｼｮｯﾌﾟﾃｽﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ・ｼｮｯﾌﾟﾃｽﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ・ｼｮｯﾌﾟﾃｽﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ・ｼｮｯﾌﾟ Ｒｉｎ」Ｒｉｎ」Ｒｉｎ」Ｒｉｎ」Ｒｉｎ」Ｒｉｎ」Ｒｉｎ」Ｒｉｎ」がオープン！）

補助金 低利融資設備投資減税（基本構想）
都道府県が地域資源を指定（国が認定）

４７４７４７４７都道府県合計都道府県合計都道府県合計都道府県合計でででで１０１０１０１０，，，，０５９０５９０５９０５９４７４７４７４７都道府県合計都道府県合計都道府県合計都道府県合計でででで１０１０１０１０，，，，０５９０５９０５９０５９

→→関係関係関係関係６６６６省省省省（（（（総務総務総務総務・・・・文科文科文科文科・・・・厚労厚労厚労厚労・・・・農水農水農水農水・・・・経産経産経産経産・・・・国交国交国交国交））））のののの協力体制協力体制協力体制協力体制関係関係関係関係６６６６省省省省（（（（総務総務総務総務・・・・文科文科文科文科・・・・厚労厚労厚労厚労・・・・農水農水農水農水・・・・経産経産経産経産・・・・国交国交国交国交））））のののの協力体制協力体制協力体制協力体制

○○○○自治体自治体自治体自治体とととと連携連携連携連携したしたしたした資金資金資金資金のののの確保確保確保確保
中小機構では「地域中小企業応援ファンド」として５５５５年間年間年間年間でででで５５５５年間年間年間年間でででで
２０００２０００２０００２０００億円程度億円程度億円程度億円程度２０００２０００２０００２０００億円程度億円程度億円程度億円程度の資金枠を確保。
現在、２３２３２３２３自治体自治体自治体自治体でででで合計合計合計合計１４５３１４５３１４５３１４５３．．．．６６６６億円億円億円億円２３２３２３２３自治体自治体自治体自治体でででで合計合計合計合計１４５３１４５３１４５３１４５３．．．．６６６６億円億円億円億円のファンドの組成を決定。
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２２２２．．．．スキーム・スキーム・スキーム・スキーム・支援措置支援措置支援措置支援措置

○業種業種業種業種のののの壁壁壁壁をををを越越越越えたえたえたえた業種業種業種業種のののの壁壁壁壁をををを越越越越えたえたえたえた連携を促進するための、農水省・
経産省による行政行政行政行政のののの壁壁壁壁をををを越越越越えたえたえたえた従来従来従来従来にないにないにないにない法律法律法律法律行政行政行政行政のののの壁壁壁壁をををを越越越越えたえたえたえた従来従来従来従来にないにないにないにない法律法律法律法律

○中小企業者と農林漁業者が共同で申請した計画を
認定した場合、農水省農水省農水省農水省・・・・経産省経産省経産省経産省のののの両省両省両省両省がががが共同共同共同共同でででで支援支援支援支援農水省農水省農水省農水省・・・・経産省経産省経産省経産省のののの両省両省両省両省がががが共同共同共同共同でででで支援支援支援支援

○農水省と経産省が、それぞれ１００億円程度、
合計で２００２００２００２００億円以上億円以上億円以上億円以上のののの予算措置予算措置予算措置予算措置によりによりによりにより支援支援支援支援２００２００２００２００億円以上億円以上億円以上億円以上のののの予算措置予算措置予算措置予算措置によりによりによりにより支援支援支援支援

１１１１．．．．新法新法新法新法のののの考考考考ええええ方方方方

地域を支える中小企業者と農林漁業者との連携により、双方の活力を取り戻し、地域経済を活性化

・主務大臣が農商工等連携事業の促進の意義や基本的な
方向等について策定。

農商工等連携事業計画農商工等連携事業計画農商工等連携事業計画農商工等連携事業計画
農商工等連携農商工等連携農商工等連携農商工等連携

基本方針基本方針基本方針基本方針

申請認定 申請認定

農商工連携農商工連携農商工連携農商工連携 －－－－ 中小企業者中小企業者中小企業者中小企業者とととと農林漁業者農林漁業者農林漁業者農林漁業者とのとのとのとの連携連携連携連携によるによるによるによる事業活動事業活動事業活動事業活動のののの促進促進促進促進にににに関関関関するするするする法律案法律案法律案法律案のののの概要概要概要概要 －－－－

【商品の開発・生産】（北海道江別市）
・中小企業者である地元製粉業者と地元小麦
生産農家等が連携し、栽培の難しい地場産小
麦「ハルユタカ」を活用し、高品質な麺を開発。
地域ブランド「江別小麦めん」として、年間約
３００万食を売り上げ、地域活性化に貢献。

【サービスの開発・提供】（福岡県岡垣町）

・中小企業者である旅館業者と地元農家が連携
し、新サービスとして減農薬栽培農産物を活用
したジャムなどの加工品販売、自然食レストラン
での新メニュー、ウエディング事業を開始。
年間２０万人の観光客が訪れる。

中小企業者と農林漁業者の連携事例 ・中小企業者及び農林漁業者が共同

で計画を作成。

○中小企業信用保険法の特例

○小規模企業者等設備導入資金助成法の

特例

○食品流通構造改善促進機構の債務保証

○農業改良資金助成法等に基づく貸付対象

を中小企業者へ拡大。償還期間・据置期間

を延長。

○設備投資減税制度の創設
（７％の税額控除又は３０％の特別償却 ）

○中小企業者に対する低利融資制度の創設
（中小公庫・国民公庫）

・農商工連携に対し、

指導・助言等の支援

を行う計画を作成。

農商工等連携事業計画農商工等連携事業計画農商工等連携事業計画農商工等連携事業計画

○中小企業信用保険法

の特例
（事業計画の認定を受けた

公益法人又は特定非営利

活動法人は、中小企業信

用保険の対象になる。）

農商工等連携農商工等連携農商工等連携農商工等連携

支援事業計画支援事業計画支援事業計画支援事業計画

支援措置

支援措置

年間２０万人が訪れる

江別小麦めん
パッケージ
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○○○○ 地域力連携拠点地域力連携拠点地域力連携拠点地域力連携拠点（（（（商工会商工会商工会商工会、、、、商工会議所商工会議所商工会議所商工会議所、、、、中央会中央会中央会中央会、、、、地域金融機関地域金融機関地域金融機関地域金融機関、、、、農協農協農協農協、ＮＰＯ、ＮＰＯ、ＮＰＯ、ＮＰＯなどなどなどなど
をををを対象対象対象対象にににに公募公募公募公募、、、、国国国国がががが採択採択採択採択））））をををを設設設設けけけけ、、、、中小企業中小企業中小企業中小企業のののの経営経営経営経営のののの悩悩悩悩みやみやみやみや相談相談相談相談にににに応応応応じますじますじますじます。。。。
※※※※必要必要必要必要なななな方方方方にににに必要必要必要必要なななな支援策支援策支援策支援策をををを「「「「つなぎつなぎつなぎつなぎ」、」、」、」、またまたまたまた施策施策施策施策（（（（国国国国、、、、自治体等自治体等自治体等自治体等））））同士同士同士同士をををを「「「「つなぐつなぐつなぐつなぐ」。」。」。」。

○○○○ 「「「「つなぎつなぎつなぎつなぎ役役役役（（（（コーディネーターコーディネーターコーディネーターコーディネーター）」（）」（）」（）」（全国全国全国全国800名名名名））））がががが、、、、課題課題課題課題にににに応応応応じてじてじてじて専門家専門家専門家専門家のののの派遣派遣派遣派遣やややや多多多多
様様様様なななな支援制度支援制度支援制度支援制度をををを活用活用活用活用しながらしながらしながらしながら、、、、きめきめきめきめ細細細細かなかなかなかな支援支援支援支援をしますをしますをしますをします。。。。

経営診断経営診断経営診断経営診断によるによるによるによる

状況把握状況把握状況把握状況把握

企業財務データの活用

新新新新たなたなたなたな販路開拓販路開拓販路開拓販路開拓
→ 流通業ＯＢ
→ マーケティング専門家等

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

システムのシステムのシステムのシステムの導入導入導入導入
→ ITコーディネータ等

中小企業の悩み

・課題が見えない

拠拠拠拠拠拠拠拠

点点点点点点点点

経営戦略経営戦略経営戦略経営戦略

のののの立案立案立案立案

地域力連携拠点地域力連携拠点地域力連携拠点地域力連携拠点

経営支援情報経営支援情報経営支援情報経営支援情報
システムシステムシステムシステム 等等等等

企業財務データの活用
等により

・経営指標分析

・同業種・規模で
比較

・将来見通しの提示

データデータデータデータ入力入力入力入力

データデータデータデータ活用活用活用活用

国等国等国等国等のののの支援施策支援施策支援施策支援施策
・・・・政府系金融機関、信用保証、補助金

・ＪＥＴＲＯ等による海外進出支援 等

専門人材専門人材専門人材専門人材
（企業ＯＢ、コンサルタント、

中小企業診断士 等 ）

派派派派 遣遣遣遣

地地地地 域域域域 力力力力 連連連連 携携携携 拠拠拠拠 点点点点（（（（コーディネーターコーディネーターコーディネーターコーディネーター））））
コーディネーターコーディネーターコーディネーターコーディネーター候補候補候補候補：：：：中小企業診断士中小企業診断士中小企業診断士中小企業診断士、、、、税理士税理士税理士税理士、、、、企業企業企業企業ＯＢ、ＯＢ、ＯＢ、ＯＢ、優秀優秀優秀優秀なななな経営指導員経営指導員経営指導員経営指導員 等等等等

→ マーケティング専門家等

事業転換事業転換事業転換事業転換
→ 弁護士・税理士
→ コンサルタント 等

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プビジネスマッチングビジネスマッチングビジネスマッチングビジネスマッチング

→ 金融関係者
→ 技術指導員 等

・何か新しいことをしたい

・事業継続が不安

活活活活 用用用用

にににににににに

相相相相相相相相

談談談談談談談談

○○○○コーディネーターによるコーディネーターによるコーディネーターによるコーディネーターによる
掘掘掘掘りりりり起起起起こしこしこしこし

○○○○他機関他機関他機関他機関とのとのとのとの連携連携連携連携によるによるによるによる
案件発掘案件発掘案件発掘案件発掘

� パートナー機関
（金融機関、農協等）

� 業界団体

� 商工会、会議所、中央会

� 自治体 等

・経営力向上

・創業・新事業

・事業承継

・事業転換・再挑戦
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○人材育成に係る産業界のニーズと実際の教育との間のミスマッチの解消や横断的・制度的課題、業種別課題
の解決を図る観点から、大学と産業界との対話を促し、当該対話を踏まえた実践的な人材育成プログラムの開
発と定着を図る。
○地域の技術者等と教育界の連携により、工業高校における技術教育の充実や高専の活用を通じた地域の技
術者を育成する。また、小中高校における職業観教育の充実を図るとともに、将来のイノベーションを担う理系、
特に工学系人材を増やす。

★★★★産学連携人材育成事業産学連携人材育成事業産学連携人材育成事業産学連携人材育成事業 ２８２８２８２８．．．．２２２２億円億円億円億円

【大学等】
◆産学人材育成パートナーシップ事業（１７．７億円）

目的・効果

事業内容

スキーム図

【経済産業省】 【文部科学省】連携

産学連携人材育成事業産学連携人材育成事業産学連携人材育成事業産学連携人材育成事業 ２８２８２８２８．．．．２２２２億円億円億円億円（（（（新規新規新規新規））））
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◆産学人材育成パートナーシップ事業（１７．７億円）
→ 大学と産業界との対話を促し、産業界のニーズと実際の教育との
間のミスマッチの解消や横断的・制度的課題、業種別課題の解決に取
り組む「産学人材育成パートナーシップ」での検討結果を踏まえた、産
学連携による人材育成プログラムの開発とその実証等を行う。

【高専、工業高校】
◆中小企業ものづくり人材育成事業（７．６億円）
→ 地域の産業界と教育界（高専、工業高校）とのマッチングの機会を
提供し、中小企業の若手技術者育成、工業高校の実践的な教育プロ
グラムの充実を支援する。

【小中高校】
◆キャリア教育・社会人講師活用型教育支援事業（２．９億円）
→ ｷｬﾘｱ教育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの能力を示す能力基準や研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの開
発等を通じて、ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの育成等を促進する基盤を構築することに
より、産学連携によるｷｬﾘｱ教育を推進する。また、ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを支える
人材を育成・確保する観点から、産業技術の社会的価値や重要性に
関する理解を醸成するとともに、将来のｷｬﾘｱﾊﾟｽへの関心を高め、職
業観を育成していくことを目的に、企業技術者等の人材ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの
構築及び実体験を基本としたﾓﾃﾞﾙﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの開発や実証等を行う。

【経済産業省】

産学連携による実践的な人材育成プログラム

対話対話対話対話、、、、連携連携連携連携対話対話対話対話、、、、連携連携連携連携
（（（（ﾐｽﾏｯﾁのﾐｽﾏｯﾁのﾐｽﾏｯﾁのﾐｽﾏｯﾁの解消解消解消解消やややや横断的横断的横断的横断的・・・・制制制制
度的課題度的課題度的課題度的課題、、、、業種別課題業種別課題業種別課題業種別課題のののの解解解解

決決決決にににに取取取取りりりり組組組組むむむむ））））

魅力的な理科授業や工学の社会的貢献・重
要性、職業観の醸成による理系人材育成

地域中小企業ものづくり人材を育成

製造分野やＩＴ、ｻｰﾋﾞｽ分野等の産業界が求
める人材を育成

小中高との
連携

高専、工業高校
との連携

大学との連携

【文部科学省】

産
業
界

教
育
界

連携･支援 連携･支援

開発
実施



人材育成人材育成人材育成人材育成におけるにおけるにおけるにおける「「「「産学産学産学産学１５１５１５１５のののの課題課題課題課題」」」」

大学界大学界大学界大学界におけるにおけるにおけるにおける人材育成人材育成人材育成人材育成
とととと産業界産業界産業界産業界におけるにおけるにおけるにおける人材育人材育人材育人材育
成成成成・・・・活躍活躍活躍活躍とのとのとのとの効果的効果的効果的効果的なななな接接接接
続続続続

産学共同産学共同産学共同産学共同によるによるによるによる人材育成人材育成人材育成人材育成

主主主主にににに産学双方産学双方産学双方産学双方産学双方産学双方産学双方産学双方にににに
係係係係るるるる課題課題課題課題

主主主主にににに産業界産業界産業界産業界産業界産業界産業界産業界にににに
係係係係るるるる課題課題課題課題

主主主主にににに大学界大学界大学界大学界大学界大学界大学界大学界にににに
係係係係るるるる課題課題課題課題

人材育成人材育成人材育成人材育成ニーズのニーズのニーズのニーズの明確明確明確明確
化化化化

優秀優秀優秀優秀なななな人材人材人材人材をををを惹惹惹惹きききき付付付付けけけけ
るるるる取組取組取組取組

基礎知識基礎知識基礎知識基礎知識・・・・専門知識専門知識専門知識専門知識のののの
十分十分十分十分なななな定着定着定着定着とととと産業界産業界産業界産業界のののの
ニーズをニーズをニーズをニーズを踏踏踏踏まえたまえたまえたまえた教育教育教育教育
のののの充実充実充実充実

教員教員教員教員のののの教育力教育力教育力教育力のののの強化強化強化強化
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産学共同産学共同産学共同産学共同によるによるによるによる人材育成人材育成人材育成人材育成
プログラムプログラムプログラムプログラム等等等等のののの開発開発開発開発

グローバルなグローバルなグローバルなグローバルな視点視点視点視点によるによるによるによる
人材育成人材育成人材育成人材育成

産学双方向産学双方向産学双方向産学双方向のののの人材交流人材交流人材交流人材交流

各分野各分野各分野各分野におけるにおけるにおけるにおける魅力魅力魅力魅力のののの向向向向
上上上上とととと魅力魅力魅力魅力のののの発信発信発信発信

採用活動採用活動採用活動採用活動のののの在在在在りりりり方方方方

産業界産業界産業界産業界としてのとしてのとしてのとしての戦略的戦略的戦略的戦略的なななな
人材育成人材育成人材育成人材育成・・・・活用方策活用方策活用方策活用方策のののの
確立確立確立確立

インターンシップインターンシップインターンシップインターンシップ受入受入受入受入れれれれ
等等等等のののの大学大学大学大学のののの教育教育教育教育へのへのへのへの協協協協
力力力力

教員教員教員教員のののの教育力教育力教育力教育力のののの強化強化強化強化

教員教員教員教員がよりがよりがよりがより公平公平公平公平にににに評価評価評価評価
されされされされ、、、、教育教育教育教育へのインセンへのインセンへのインセンへのインセン
ティブがティブがティブがティブが適切適切適切適切にににに付与付与付与付与ささささ
れるれるれるれる仕組仕組仕組仕組みみみみ作作作作りりりり

大学間大学間大学間大学間のののの連携連携連携連携のののの充実充実充実充実

初等中等教育等初等中等教育等初等中等教育等初等中等教育等にににに対対対対すすすす
るるるる波及方策波及方策波及方策波及方策のののの検討検討検討検討

出展：パートナーシップ第3回全体会議

○中高生に対しては、基本的な知識を中心とした教育から得られた知識（Science）が、実際に社会でどのよう
に生かされるか（Technology）を理解することが重要。

○さらに大学では、専門知識等の習得を通じて実践的な人材を育成することが重要。

大

若手研究者の育成機能と
国際的な教育研究拠点の形成

質の高い大学教育の推進

取組の考え方 これまでの経済産業省の取組 今後の新たな経済産業省の取組

社会ニーズに合った
実践的な人材の育成

【製造中核人材育成事業】
○個々の大学教員と企業の

連携による人材育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
の開発等

【産学人材育成パートナーシップ】
○産業界と教育界の対話の場の設置◇産
業界/教育界としてのｺﾐｯﾄﾒﾝﾄと

具体的行動
◇◇◇◇産学連携による

・育成すべき実践的人材像の明確化
・人材育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの開発 等

産学連携産学連携産学連携産学連携によるによるによるによる人材育成人材育成人材育成人材育成のののの取組取組取組取組

2007年問題
高度化への対応 等

社会人

競争的資金の拡充
国際的な教育研究拠点の整備
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小

中

高理数（特にｻｲｴﾝｽ）に興味・関心の
高い生徒・学生の個性・能力の伸長の

ための効果的な環境整備

理科教育のための
外部講師派遣、設備整備等

ＳｃｉｅｎｃｅＳｃｉｅｎｃｅＳｃｉｅｎｃｅＳｃｉｅｎｃｅ ＴｅｃｈｎｏｌｏｇｙＴｅｃｈｎｏｌｏｇｙＴｅｃｈｎｏｌｏｇｙＴｅｃｈｎｏｌｏｇｙ

理科を実感として理解
させることによる学習
効率の向上

理科への関心向上
理科実験への協力

社会における工学の

貢献・ｴﾝｼﾞﾆｱの重要
性の認知向上

【理科実験教室】
○企業のｴﾝｼﾞﾆｱ等を学校に派遣
し、産業と関連の深い理科実験
等を通じて理科への関心を向上

【ｷｬﾘｱ教育・社会人講師活用型
教育支援事業】

◇◇◇◇産学連携による、授業に派遣する
ｴﾝｼﾞﾆｱの発掘

◇◇◇◇授業で活用できる教材の開発
◇◇◇◇企業のｴﾝｼﾞﾆｱ等を学校に派遣し、産

業と関連の深い理科実験の実施等を
通じて理科・工学への関心を向上

【中小ものづくり人材育成事業】
○個々の高等・工業高校と地域の産業界との連携による人材育成

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの開発等

・ｽｰﾊﾟｰｻｲｴﾝｽﾊｲｽｸｰﾙ

・ｻｲｴﾝｽ･ｷｬﾝﾌﾟ 等

地域における地域における
イノベーション・エコ・システムの構築イノベーション・エコ・システムの構築
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地域のつながり力と地域のつながり力と
プロデュース力の向上プロデュース力の向上

関東経済産業局は皆さんを応援します
http://www.kanto.meti.go.jp


